


７月号              平成 15年(2003) 
 

わたしの意見 亜鉛規制強化の動きに対処して 環境担当副理事長 川上洋一 １ 

役員会委員会  理事長日誌、組合･関連団体行事予定    ２ 

  工組理事 会、広報委員会 

  平成１５年度東京都への要望    ６ 

   都議会自民党めっき対策議員連盟と懇談   14 

あなたの予定表 ８月の環研・協組集荷日程ほか    19 

 全鍍連総会 新会長に笹野不二夫氏    20 

  亜鉛部会総会 新会長に菊池忠男氏選出   22 

第 8回健保ホリデーウォーキング    12 

  ヒキフネグループ創業 70周年記念祝賀会   23 

  十日会賞受賞のお礼と最近感じること     石川進造 25 

ピック･アップ 慶大 ｐＨ値測定センサー用色素他    28 

支部シリーズ 本所支部の巻｢古き良き時代を振り返って｣   30 

  暑中名刺広告      32 

  訓練校８月授業案内、訃報     41 

支部通信  品川支部､中央支部     42 

     城北支部､城北青年部会、葛飾青年部会 

  協組・環研ニュース              47 

    東京都中小企業の景況           48 



／わ／た／し／の／意／見／ 

 

亜鉛規制強化の 

動きに対処して 

                 環境担当副理事長 川上 洋一 

 

 

  ２１世紀は環境の世紀であり、水の世紀とも言われており、これまでは人の健康と生活

環境の保全としてでしたが、これからは人も地球の生態系の一部であることを認識するこ

とがまず必要です。 

  との考え方から水生生物保全の観点から亜鉛の環境基準値を 30 マイクログラムと微量

な数値が示されました。この件に関して６月 10日までのパブリックコメントを中央環境審

議会水生生物保全環境基準専門委員会に東京都鍍金工業組合並びに環境委員会委員、全鍍

連等の方々より要望をしておきましたが、現在までの例では 30 マイクログラム(0.03mg)

ですと排出基準値が 0.3mg／l、現在の規制値 5mg／l を維持するにも組合を挙げて大変努

力をして何とかクリヤーできるようになり、今回の規制値が決まればめっき業界は壊滅的

な打撃となり、存続することが困難になります。パブリックコメントにご協力くださいま

した方々には深く感謝いたします。 

  ところで、亜鉛は人のみならず動物全ての成長に欠かすことのできない必須元素である

ことも事実であり、排出基準値は現行の 5mg／lを願うものです。 

  乳児で 5mg／日、成人男性 15mg／日、女性 15mg／日を必要とされ、魚類（アマゴ親魚 に

亜鉛を添加の効果があり、ニジマスの養殖は適切な亜鉛含有量が 15～30ppmとされており、

亜鉛が少ないと成長と死亡率が高くなるとのこと）にも必要とされています。 

  最近の新聞等の報道にカドミウムが環境基準値の 166倍から 735倍も含まれ、水銀も含

まれているとの報道により、魚が暴落して漁民の方が困っています。 

  カドミウムについては 33年前にほとんどのめっき業者は廃止し、錫めっきと半田めっき

に切り替え、現在は鉛フリーに変更を余儀なくされておりますが、我々めっき業界だけで

は鉛フリーの実現は不可能であります。それは切削鉱に含有している鉛が脱脂等アルカリ

の雰囲気で著しく溶解するからです。 

  環境を善くすることは私どもにとっても素晴らしいこととの認識はありますが、それよ

り重要なことはめっき業界をはじめとして製造業の存続であり、全国一律の規制値には理

解できません。食料自給率約 30％でその他約 70％は海外から輸入しその資金を製造業が稼

ぎ出しております。 

  これからの環境問題(土壌汚染、ホウ素、フッ素、窒素、今回の亜鉛等)は委員会を中心

として頑張って行きますので組合員さんの絶大なるご協力をお願いいたします。 

 



 
 

大村理事長日誌 

 

 

６月 

１日(日)健保組合バスハイク 

３日(火)都環境局｢化学物質適正管理届

出の手引き｣講習会 
４日(水)広報委員会 
７日(土)品川支部総会 
９日(月)正副理事長会 
12 日(木)都中小企業団体中央会打合せ 

健保組合運営委員会 
13 日(金)公防協組打合せ 
17 日(火)事務局､健保組合打合せ 
    厚生年金基金運用委員会 
19 日(木)中小企業団体中央会労働委員会 
    事務局､亜鉛めっき部会総会 
21 日(土)保坂三蔵参院議員セミナー 
24 日(火)厚生年金基金理事会 
26 日(木)都中小企業団体中央会理事会 

玉沢徳一郎前衆院議員セミナー 

～組合・関連団体行事予定～ 
８月５日(火)広報委員会 
８月６日(水)正副理事長会･産技研懇談 
８月 21 日(木)技能教育委員会 
      全鍍連技術委員会 
９月３日(水)正副理事長会 
９月５日(金)第１回監事会 
９月７日(日)技能検定学科試験 
９月９日(火)日本硬質クロム工業会情報

委員会 
９月 11 日(木)表団協セミナー(機械振興) 
      ホームページ特別委員会 
９月 12 日(金)北海道東北ブロック会議 
９月 18 日(木)正副理事長会､合同役員会 
      顧問･相談役会 
10 月 1 日(水)正副理事長会 
10 月３日(水)東海北陸ブロック会議 

10 月７日(火)全鍍連国際委員会 
10 月８日(水)広報委員会 
10 月９日(木)全鍍連近代会推進委員会 
10 月 17 日(金)訓練校工場見学会 
10 月 21 日(火)全鍍連全国めっき技術コ

ンクール審査委員会(総合審査) 
10 日 23 日(木)全鍍連広報委員会 
10 月 27 日(月)第４回技能教育委員会 
10 月 28 日(火)全鍍連総務委員会 
10 月 29 日(水)全鍍連監事会 
11 月 11 日(火)第２回監事会 
11 月５日(水)正副理事長会･理事会 
11 月 14 日(金)中国四国九州ﾌﾞﾛｯｸ会議 
11 月 27 日(木)全鍍連常任理事会･理事

会･創立 55 周年記念式典･第

41 回全国大会 



         

  

第２回  工組 

理  事  会 

 

東京都への要望等決定 

 

と  き  平成１５年７月２日(水) 

         午後６時 30分～８時 

ところ  めっきセンター４階会議室 

出席者  大村、姫野、由田、川上 

     間部、八幡、宮澤 

       木下、柏村、下平、菊池 

         池田、安斎 

        遠藤、新井、元井、小橋 

         中澤、小谷野、藤田、原 

     志田、池田、篠根、今泉 

         小嶋、細井、神谷、石川 

     石田、仲俣、山田、岡本 

     西原 

(監 事)田中、鈴木、海野、岩井 

 

  理事会開会に先立ち、東京都中央労政事

務所労務課普及係・磯崎道雄主任から「社

内コミュニケーション診断」の利用案内が

あった。それによると、同診断は平成９年

度から厚生労働省が始めた制度で、労務管

理の改善を図るには、具体的に何が、どの

程度問題なのかを的確に把握する必要があ

り、経営者が改善への意欲を持っていても、

恣意的な判断で改善を講じるのでは十分な

成果が期待できない。同診断は社員に対し

ての意識調査を行い、結果を分析し、問題

点を把握、中小企業の社員意識の全国水準

を元に作成された標準尺度との照合により、

第三者が中立的な立場から診断を行う。費

用は無料でご利用を頂きたいとの案内があ

った。 

  宮澤専務理事が定足数を満たしているこ

とを報告、大村理事長の開会の挨拶の後、 

 

 

今回総代会後の初理事会であり、初めての

理事がおり、副理事長、各支部長が自己紹

介を行った。議事録確認者として、城東支

部長の遠藤清孝理事、城西支部長の元井民

夫理事を指名し、議事に入った。 

 

１．平成 15年度組合業務懇談会開催につい

て 

 宮澤専務理事が説明し、7月 3日都議会自

民党めっき対策議員連盟、7月 22日都議会

公明党との懇談を行う。めっき対策議員連

盟は現在 17氏が所属。要望事項は「中小企

業高度化資金融資に係る連帯保証人の変更

について」「中小企業高度化資金借受条件の

変更について」「平成 15年度東京都への要

望事項について」(各々別掲)で、各要望の

要点を説明、原案通り承認された。 

  要望書は、東京都各局、都議会各会派代

表へ配布する。 

 

２．平成 15・16年度各委員会役員の役割分

担について 

  宮澤専務理事が説明し承認された。 

総財務委員会 

  副理事長 由田  猛 

  委 員 長 平野普三雄 

  副委員長 池田 敏則 

  副委員長 小澤 栄男 

広報委員会 

  副理事長 姫野 正弘 

  委 員 長 木村 秀利 

  副委員長 神谷 博行 

環境委員会 

  副理事長 川上 洋一 

  委 員 長 菊池 忠男 

  副委員長 柏村 一志 

  副委員長 安斎 克成 

技能教育委員会 

  副理事長 八幡 順一 



 

 

  委 員 長 志田 和陽 

  副委員長 高倉 利守 

ホームページ特別委員会 

  理 事 長 大村 功作 

  委 員 長 石川 進造 

  副委員長 江原 一美 

  副委員長 木下 健次 

なお役員名簿を印刷、配布する。 

 

３．環境省の亜鉛に関する環境基準の見直

しに対し 

  宮澤専務理事から、環境省が亜鉛の環境

基準の見直しに関しパブリックコメント募

集を行い、東京組合は団体として、環境省

環境管理局水環境部企画課内・中央環境審

議会水環境部会水生生物保全環境基準専門

委員会事務局宛に、次の意見を提出した。

またほかにも把握出来たもので組合員から

12件の意見提出があったことを報告した。 

<該当箇所> 

3.化学物質による水生生物への影響 

(3)フィールドにおける水生生物への影響 

 一つの化学物質による影響のみを分離し

て評価することは困難であるとされている

が、…化学物質濃度が高い場合には水生生

物に影響が表れていることが明示している

ものがみられている。 

<意見内容〉 

 金属の場合、金属の単純イオンとして解

離しているのと錯イオンとして解離してい

るのでは、その影響は異なるものと思われ

る。一つの化学物質による影響評価のみで

判断するのでなく二つ以上の化学物質で評

価して判断すべきである。 

く該当箇所〉 

4.水生生物の保全に係る水質目標 

②目標値の導入 

 公共用水域において通常維持されるべき

水質の水準を検討するものであることから 

 

 

…目標値を導出することが妥当である。 

<意見内容〉 

 ＷＨＯの飲料水の水質ガイドラインに基

づく平成 15 年３月の厚生科学審議会にお

ける水質基準の見直し等について(案)によ

る水質基準改正案にも亜鉛 1mg／l 以下と

されており、公共用水域の水質の水準を導

出することには矛盾がある。 

 また、化学大辞典によると水酸化亜鉛の

溶解度は、18℃で 0.5mg／100ml、酸化亜鉛

の溶解度は、18℃で 0.42mg/100mlであり、

土壌中(10～300mg/kg)に存在するこれらの

物質からの溶解を抑えることは、一般的な

沈殿法では困難である。 

 要 望 

 亜鉛は鉄鋼の防錆のために広く使用され

ており、わが国のように高温、多湿の自然

環境においては、亜鉛を鉄鋼上に被覆する

ことにより腐食損失の軽減化を行ってきて

いる。その製品は建築材料、自動車部品、

電子部品、機械部品、航空機部品など多く

の分野に使用されており現在の生活を維持

するためには不可欠の金属である。 

 また、人間が生命を維持するためにも成

人の男性 15mg/日、女性 12mg/日必要とされ

ており金属の中でも最も重要な元素になっ

ている。このような観点からも亜鉛の環境

基準の決定に当り特段のご配慮をお願いし

たい。 

 

４．月次予算実績管理表・合計残高試算表

(4～5月) 

  宮澤専務理事が、4～5月の２ヶ月間の工

組収支状況について前年同月比でほぼ横ば

いで推移していることを報告した。 

 

５．新規加入組合員について 

    平成 15年６月１日付、大羽メッキ化学

工業所(足立支部)の加入が承認された。 



 

 

６．新定款及び環境保全管理規約、組合案

内パンフレットの作成配布について 

  先の総代会で承認された定款及び環境保

全管理規約、組合案内パンフレットを作成

した。 

 

７．平成 15年度組合親睦ゴルフ大会案内 

  姫野副理事長(実行委員長)から、参加者

が百名以上となり、各支部長の協力に感謝

の言葉を述べた。 

 

８．平成 15年度組合年間行事案内及び組合

員異動 

  資料として年間行事予定表配布、組合員

異動(加入：足立支部・大羽メッキ化学工業

所 1社・脱退：向島支部(株)榎本 1社、変

更：城南支部・大和金属工業(株)代表取締

役 桜井智恵子→代表取締役真木要、城東支

部・(有)岡崎鍍金 代表取締役 岡崎和夫、

取締役 岡崎 覚→代表取締役会長 岡崎和

夫 代表取締役 岡崎覚)、現組合員数 542

等報告した。 

 

９．組合事務局事務分掌 

 事務局：専務理事 宮澤裕、総務課長 前田

孝、庶務係 近藤寿雄、業務係 宮部圭典、

経 理係 島田良美、管理係 大田黒祥子 

  訓練校：教頭 神戸徳蔵、教務係 三鴨若

菜 

  環研：所長 志賀孝作、技術課長 長嶋政

人、主任 斉藤弘幸、技術指導係 西須伸夫、

柴田京子、及川浩司、研究調査係 古橋史江、

戸井崎茂 

 

10．副理事長就任都庁挨拶廻り 

  正副理事長が７月２日(水)午後１時から

東京都産業局、環境局、下水道局へ挨拶廻

りを行ったことを報告した。 

 

 

 

11．(社)日本自動車部品工業会の指導内容

について 

  亜鉛めっき部会役員が同工業会を訪問し、

自動車部品のクロメート被膜について次の

ような指導を受けたことを報告した。 

  2004年  ６価クロムフリーの評価 

          (有色クロメート) 

                ↓ 

  2005年  有色クロメート全廃を決定 

                ↓ 

  2007年  有色クロメートを全廃 

現 状 

 評価基準  72h→144h 

  光沢クロメート、黄色クロメート→可能 

  ｸﾞﾘｰﾝクロメート、黒色クロメート→困難 

  変更出来ない物は材料の変更を行う。 

 

12．全鍍連生産額調査依頼について 

  宮澤専務理事が説明し、全鍍連より経営

基盤強化計画に関連して、東京の電気めっ

き業の定期的な生産額調査依頼があった。

この調査結果は全鍍連の基礎データとして

使用される。今年よりめっき業が不況業種

認定を外され、新たな「セーフティーネッ

ト貸付制度の５号保証・全国的な不況業種」

融資枠が利用出来なかった経緯もあり、東

京組合としては、組合員全般の企業規模を

考慮した業況が正確に反映される資料を作

りたくご協力をお願いしたい、と報告した。 

  大村理事長は、「前回調査で各支部４社、

計 48 社にアンケート調査をお願いした結

果、７社の回答しかなかった。今年めっき

業が不況業種から外されたが、これらデー

タを見ると、不況業種を外されるような結

果となっており、我々が反論すべきものが

全くない内容である。正副理事長会で検討

し、今回は理事のみなさんに調査をお願い

することにした。良い悪いを正しく記入を

頂いて東京組合としてもこうしたデータを 



 

 

持っていたいのでご協力をお願い申し上げ

る」と補足した。 

 また、理事から日刊工業新聞の全鍍連笹

野会長会見記事「ＩＳＯを取らねば淘汰も」

(6/30)について不適切な発言である旨の意

見があり、正副理事長で対応を協議するこ

とにした。 

 

第１回 工協組 

広 報 委 員 会 

 

新旧歓送迎会 

 

と き  平成 15年６月４日(水) 

ところ  池袋「パブ シャイン」 

出席者  大村、姫野、由田、木村 

         半田、神谷 

         内山、溝口、上原、堀江 

         小島、広根、籠利、野田 

         角田 

(事務局)宮澤、小原、島田、大田黒 

         三鴨 

 

  木村委員長の司会で開会し、大村理事長

が挨拶し、前委員のご 

協力に感謝するととも 

に新委員のご協力をお 

願いした。 

  今回の会場を設定し 

て頂いた由田副理事長 

は「お忙しいなか多数 

のご参加を頂き感謝申 

し上げる。広報担当と 

して１期２年やらせて 

頂き、何か問題があれ 

ば私が責任をとらない 

といけないと思ってき 

たが、みなさんのご協 

力により大過なく任期 

 

 

を終了することができた。広報委員会も充

実してきたと思う。今日は歓送迎会という

ことで、新たに姫野副理事長が担当するが、

責任は副理事長にとって頂き、委員みなさ

んには思う存分筆を振るって頂きたい」と

挨拶をした。 

  姫野副理事長は「広報委員会には長い歴

史があり、大村理事長が担当されてことも

あり、また、西部支部の先輩である西原さ

んが百周年記念誌編纂を担当、三鷹金属の

岡社長が委員長を務めている。業界にとっ

ても情報が重要になっている。私は人前で

喋ることやものを書くことが苦手であるが、

木村委員長はじめ半田常任理事、神谷副委

員長とみなさんベテラン揃いだから安心し

ている。みなさんのご協力をお願い申し上

げる」と挨拶をした。 

 

１．広報６、７、８月号について 

  ６月号は校正刷りにより内容を確認した。

７、８月号は台割によりそれぞれの編集方

針を検討、確認した。 

  次回委員会は８月５日(火)。６月に歓送

迎会を行ったので通常正規委員会とする。 

 



平成１５年度東京都への要望 
 

 

 

 

 

 

１．排水規制に関すること＜下水道局＞ 

平成13年6月22日、下水道法施行令が改正

され、下水排除に係る規制物質が追加されま

した。これに伴い、事業者には、「ほう素及び

その化合物」「ふっ素及びその化合物」に係る

下水排除基準が適用されることになりました。 

・特定事業場からの下水排除基準(下水道法施

行令第9条の4追加) 

 ほう素及びその化合物 河川 10mg/L 海

域230mg/L 

 ふっ素及びその化合物 河川 8mg/L 海域 

15mg/L 

なお、今まで適用されていた「ふっ素含有量」

の基準は削除されました。 

・施行日 

 平成13年7月1日、但し、下水道法施行令

の調整規定により、6 か月の適用猶予となる

ため特別区の区域内では、実際には、平成14

年1月1日から、公共下水道を使用している

特定事業場に対し、上記2物質の基準が適用

されます。 

 今回の追加規制物質については、事業場の

所在地によって下水排水基準が異なります。

特別区の区域内では 2 通りの区域(河川を放

流先とする下水道の処理区と海域を放流先と

する下水道の処理区)に分類されます。 

 河川を放流先とする下水道の区域(処理

区)：三河島、小台、落合、小菅、新河岸、中

川の各処理区 

 海域を放流先とする下水道の区域(処理

区)：芝浦、砂町、森ケ崎、葛西の各処理区 各

事業場がどちらの区域に該当するか不明な場

合は、下水道局の各管理事務所に個別に問い

合わせをすることになっています。 

・暫定基準  
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基準を直ちに達成することが、技術的に困

難な業種に係る特定事業場に対しては、経過

措置としての暫定基準が適用されます。暫定

基準の適用期間は 平成16年6月30日までと

なっています。 

・めっき業の暫定基準 

*ほう素及びその化合物 

「放流先が河川である下水道に排除するも

の」70mg/L 

*ふっ素及びその化合物 

(日間平均排水量が 50ｍ3 未満であるもの) 

70mg/L 

(日間平均排水量が 50ｍ3 以上であるもの)      

15mg/L 

・要 望 

 低迷している東京の産業を、モノづくりの

面から必死に支えているめっき業界の実情を

的確に把握され、中小企業の振興や働く人々

の生活を守る面からも、下水道法及び同法施

行令、そして、東京都下水道条例等において、

当該排水規制値を定めたことにより、中小企

業が転廃業に追い込まれることのないよう、

下記の要望について、適切なご配慮とご支援

を、お願い申し上げます。 

 具体的には、 

(１)都市型企業に適した処理技術が確立する

まで「ほう素」「ふっ素」に関しましては、暫

定排除基準値の延長を、お願いしたい。 

 「ほう素」暫定排除基準値70mg/L 

 「ふっ素」暫定排除基準値70mg/L 

(２)日間平均排水量 50ｍ3未満の小規模事業

所については、排水基準値の適用除外の措置

が講じられること。また、下水道を所管して

いる国土交通省など、国の機関へ働きかけて

ほしいこと。 



 

 

(３)新たに規制項目が加わると事業所の負担

が増大しますので、下記の調査費等に対する

助成金等、特別のご配慮を、求めます。 

①データ収集して実態の把握が出来ないと、

対策等の支障も想定されます。そこで、実態

調査費として全組合員の 2 割相当(120 社分)

のニッケル、ほう素、ふっ素等の分析分とし

て150万円の助成をお願いしたい。 

②処理技術の開発については、東京都立産業

技術研究所に全面的にお願するとともに、業

界への技術指導及び財政支援を要望する。 

③規制項目の増加により分析項目も増加し、

通常の分析業務が滞りますので、分析機器等

の購入、とりわけガスクロマトグラフ質量分

析装置1,500万円、イオンクロマトグラフ450

万円、合計1,950万円の特別助成をお願いし

たい。 

④規制に伴い事業廃止に至る事業所等が工場

整理にあたって、多額の費用が、かかり困窮

しています。事業廃止にあたっての費用補填

のための基金制度の創設など、手厚い助成措

置が講じられますよう特別のご配慮をお願い

したい。 

 

２．東京都環境確保条例に関わること＜環

境局＞ 

・はじめに 

 東京都環境確保条例の平成 13 年度 4 月 1

日施行(化学物質の適正管理、平成 13 年 10

月1日施行）は、都内めっき事業者に甚大な

影響を与えており、当組合としても、重大な

関心をもって条例施行後の都の動向を注視す

るとともに、業界としてその対応を検討して

います。 

 時恰も、平成11年7月「特定化学物質の環

境への排出量の把握等、及び管理の改善の促

進に関する法律」いわゆるＰＲＴＲ法が制定

され、平成13年4月から施行。有害物資を取

り 扱う事業所には、様々な責務と義務が課せ 

 

 

られることになりました。 

・「ＰＲＴＲ制度」とは、 

①事業所が化学物質の環境中(水・大気・土壌)

への排出量及び産廃物が含まれる移動量を把

握して、都道府県を通じて国に対して届け出

を行う。 

②国がデータの集計・公表するとともに、国

民の請求があれば個別事業所の情報を開示す

るという制度です。ＰＲＴＲ法は、平成 13

年4月から施行され、対象事業者は、排出量・ 

移動量の把握に努め、平成14年4月には、排

出量・移動量を窓口である東京都に報告する 

ことになりました。なお、15年 6月 5日に、

13年度分が開示されました。 

・「ＰＲＴＲ制度」の内容は、常時使用する従

業員21人以上で、特定第１種指定化学物質で

ある発ガン性物質(カドミウム及びその化合

物、ニッケル化合物、6 価クロム化合物、ベ

リリウムなど)については、500kg/年、第１種

指定化学物質(無機シアン化合物、銅、亜鉛、

コバルト、鉛、トリクレン、塩化メチレンな

ど)について、現状は、暫定的に5,000kg／年

ですが、15年度から、1,000kg/年となります。 

・「環境確保条例」では、適正管理化学物質(58

物質)のいずれかを年間使用量 100kg 以上取

り扱う者は、知事への報告が義務付けられま

す。条例では、排ガス、排水規制のかかる物

質に限った物質の使用状態を報告して頂いて、

情報開示というより、工程内の有害物質の使

用を低減していこうという趣旨でありますが、

本条例で、指定されている58物質のうち、め

っき事業所の関連物質は、18物質で、ＰＲＴ

Ｒ法で規定されている 14 物質より４物質多

くなっています。ほう素が新たに追加されま

した。その４物質は、硫酸、硝酸、塩酸、メ

タノールです。ＰＲＴＲ法にない物質は、対

象から除いていただくか、今後とも、使用量

ではなく、購入量のみの報告にしていただき

たいと考えています。 



 

 

・要 望 

 本条例施行にあたり、運用上、特段のご配

慮をよろしくお願い申し上げます。 

(1)本条例は、ＰＲＴＲ法の基準に準じていた

だきたい。 

①ＰＲＴＲ法の基準である従業員21名以上、

年間使用量1000kgの順守。従業員10名以下

の企業は“対象外にしてください。" 

②届出事項は、使用量等ではなく、購入量の

みの報告にするなど、届出事項を最小限にし

てください。 

③換算係数は、全鍍連のマニュアル(全国統一

マニュアル)を採用してください。 

④罰則を課さないこと。 

(2)本条例とＰＲＴＲ法の行政窓口を一本化

してください。 

①制度的に類似点が多い。 

②本条例と法の対象物質には、共通物質が多

いので、本条例に一本化する。 

(3)事業者が提出する報告書作成への一層の

指導と簡素化の徹底。 

①簡易な「化学物質適正管理」届出の手引書

の作成。(マニュアル) 

②説明会のフォローアップ実施。(既実施、平

成15年5月29日～6月13日、延べ5日間）

は、評価していますが、一層の簡素化とご指

導をお願いします。 

(4)情報開示による事業所の不利益の排除。 

①事業者が提出する、届出事項の記載の正確

性が疑問。 

②リスクが大きい。 

③情報開示はしない。 

やむを得ず開示された場合には、当組合に開

示内容をお知らせ願いたい。 

(5) 大気汚染物質に関しては硫酸、窒素酸化

物、塩化水素としてありますが、めっき工程

では、品物を洗うのみ、常温で5%以下の濃度

として使用する為、大気中にガスが発生する

恐れは無いと思われます。よって、めっき工 

 

 

程上の酸について除外していただきたい。亜

硫酸ガス、二酸化窒素ガス、塩化水素ガスが

発生する場合のみに限定されることをお願い

する。 

(6) 本条例で、このたび適正管理化学物質の

一つとして、ほう素が、新たに追加されまし

た。今まで、難しい対応が求められていまし

たが、さらに、物質が追加されますと、業界

として、その対応が一層困難になります。新

たな物質の追加をしないでください。 

(7) 現在、改善してまいりましたが、各区・

市によって、検査項目や基準値に対しての説

明や指導の仕方が違っています。一層、区市

への行政指導をお願いし、都内全域、統一し

た考え方で実施していただきたい。 

 

３．土壌汚染に関すること＜環境局＞ 

・はじめに 

 土壌汚染の原因は、原材料、薬品などの保

管・製造工程における不適切な取り扱いによ

る漏出、廃水処理関連施設からの漏出、不適

切な廃棄物の埋立処分などであるといわれて

います。土壌が汚染されると希釈や分解によ

る自然減衰はあまり期待できず、長期間にわ

たる蓄積性の汚染となります。また、土壌を

汚染した物質が地下水帯まで達すると、地下

水汚染となり工場の敷地外の広い範囲に影響

を及ぼし、地下水を飲用している住民の健康

被害も危倶されることになります。 

・ 経 緯 

 このようなことから、当組合といたしまし

ては、従前から環境に十分配慮し、有害物質

を扱う事業場や事業所に対し、製造工程にお

ける有害物質の排気・排水・廃棄物の管理の

徹底を図るとともに、過去から現在までの事

業活動の状況や施設の破損等の事故、廃棄

物・排出水の処理に関連して土壌汚染の恐れ

がある場合には、土地改変等の機会をとらえ

て指導や自主的な調査を行ってまいりました。 



 

 

 しかし、このたびのＰＲＴＲ法の規定や東

京都環境確保条例の施行(特に土壌汚染対策)、

また 平成15年2月15日施行された「土壌汚

染対策法」など、昨今の津波のように押し寄

せて来る規制に、めっき業界として、自助努

力を含めて、どのように対処できるのか、ま

た、めっき業界の存続が可能かどうかまで、

重大な関心をもって、今後の行政の動きを注

視するとともに、経営上、財政上、新たな問

題が生じるなど、大変、憂慮しているところ

です。現在は、不況下のもと、めっき加工需

要の激減に加えて、過酷なコスト削減要求に

より、最盛期には、1200杜を超える組合員事

業所が、現在は、552 社、近い将来 300 社に

減少するとも予想される厳しい現実を、ご理

解いただくとともに、特段のご配慮をお願い

申し上げます。 

・要 望 

(1) 東京都環境確保条例における土壌汚染に

対する規制値を、法律や政令・省令よりも厳

しくしないで欲しい。その一つの手法として、

工業地域と農業地域では、規制値に何らかの

差を設けてもよいのではないか。また、地下

水の未使用地域に対する緩和措置も図るべき

である。 

(2)土壌汚染に関しての処理技術開発と財政

支援のお願い 

 大企業であれば、土壌の浄化処理は可能で

ありますが、めっき事業所のような小零細で

は浄化の処理対応は難しい。処理が簡単で費

用のかからない技術の開発など、処理技術へ

の支援とボーリング・マシンによる浄化処理

など、民間専門処理機関への委託費として、

1,800 万円の特別の助成措置をお願いしたい。

また、土壌汚染に強い工場の設計・汚染土 壌

の拡散防止対策、汚染土壌の処理等が簡単で、

しかも費用のかからない処理技術の早急な確

立を、お願いしたい。 

(3)東京都からの助成金への特別のご配慮と 

 

 

救済措置 

 永年、めっき業を営んでいる場合、現在の

経営者が汚染したのか、先代の経営者の時代

に汚染されたのか、判断が厳しいのが状況で

す。その場合、過去からの蓄積された汚染が

あるとの考えで対処にあたりたいのですが、

処理費が異常に高く経営に影響し、事業の継

続が困難のため、特別の財政支援をお願いし

たい。また、データの収集のための分析機器

の購入資金の助成。・ＧＣＭＳ・ＱＰ2010 シ

ステム(島津ガスクロマトグラフ質量分析

計)\15,000,000など、財政支援を含め、特段

の救済措置をお願いしたい。 

(4) 受注量の激減とともに、土地の資産価値

が、急激に既に低下、或いは無くなった土壌

への固定資産税の免除及び相続に対する課税

評価額の控除等、税制上の特別の配慮と税制

措置をお願いしたい。 

 

土壌汚染対策法施行の経緯・概要 

・経緯 

土壌汚染対策法(平成14年5月:法律第53号)、

「土壌汚染対策法施行令」、「土壌環境対策法

の施行期目を定める政令」(平成14年11月8

日) 

土壌汚染対策法に基づく指定調査機関及び指

定支援法人に対する省令(平成 14年 11月 15

日:環境省令第23号) 

土壌汚染対策法施行規則(平成 14年 12月 26

日:環境省令第29号) 

・概要 

土壌汚染対策法施行令：①特定有害物質(1

条)②土壌汚染状況調査の対象となる土地の

基 準(第 3 条)③汚染の除去等に係る措置命

令の対象となる土地の基準(第5条) 

土壌環境対策法の施行期日を定める政令:土

壌汚染対策法の施行期日を平成 15年 2月 15

日とし、指定調査機関及び指定支援法人の指

定等の手続の施行期日を平成14年11月15 



 

 

日とするもの。 

土壌汚染対策法施行規則: 

(1)土壌汚染状況調査の方法 

○以下の物質の種類ごとに、以下の調査を行

う 

・揮発性有機化合物は、土壌ガス調査及び土

壌溶出量調査 

・重金属等は、土壌溶出量調査及び土壌含有

量調査 

・農薬等は、土壌溶出量調査 

○サンプリング地点の数は、100ｍ3に 1点と

し、土壌汚染の可能性が低い場所は900ｍ3に

1点とする。 

(2)指定区域の指定基準 

 土壌汚染のある土地として指定される「指

定区域」の指定基準を定める。 

(3)汚染の除去等の措置に関する技術的基準 

①汚染土壌の直接摂取によるリスクの観点か

らの措置 

 盛土措置を原則とし、土地利用状況や措置

実施者等の希望によっては、立入禁止措置、

舗装措置、掘削除去措置等を実施。 

②地下水等の摂取によるリスクの観点からの

措置 

○地下水汚染が発生していない場合は、地下

水のモニタリングを実施。 

○地下水汚染が既に発生している場合は、汚

染の状況や措置実施者等の希望により、封じ

込め措置、掘削除去措置、原位置浄化措置等

を実施。 

 

４．シアン無害化施設「城南処理センター」

運営支援のお願い<環境局><産業労働局> 

  東京鍍金公害防止協同組合は、都内の電気

めっき専業者が組織する東京都鍍金工業組合

を母体として、昭和46年東京都が策定された

「都民を公害から防衛する計画1971」の特定

有害物質対策の濃厚廃液の共同処理施設とし

て東京都のご指導のもと設立されました。「城 

 

 

南処理センター」は、中小企業高度化資金の

ご融資をいただき、昭和47年6月 シアン濃

厚廃液共同処理場として操業を開始、以来31

年間に、76,650 ｷﾛﾘｯﾄﾙの濃厚廃液を処理し、

東京都の環境保全に大きな貢献をしてきたと

自負しているところです。 

 現在の処理施設は、平成4年から3年間、

東京都中小企業高度化事業として高度化資金

のご融資をいただき設置した無害化処理施設

で適正処理施設として稼動しています。 

 高度化資金償還残額は、406,293,OOO円で毎

年35,928,OOO円の元金を償還しています。最

終の償還完了は平成26年になります。このう

ち、平成 7 年 3 月 17 日に借入れました

37,904,OOO 円でアンモニア燃焼設備を設置

しましたが、燃焼に伴いダイオキシン生成の

恐れがあり、規制を考慮して現在は休止して

います。 

 濃厚廃液の処理依頼は、昭和63年度から減

少し、最盛期は、月に 300 ｷﾛﾘｯﾄﾙを越えてい

た処理依頼は、地域・組合員資格の拡大など

の組合の努力にもかかわらず、昨年度（平成

14年度）は、月に175 ｷﾛﾘｯﾄﾙまで減少しまし

た。この間に、組合員の事業廃止に伴う脱退

により、組合員数も半減しています。小零細

企業の集まりである協同組合が、極めて公共

性の高い濃厚廃液処理を続けていくためには、

東京都のご支援をいただくより、外に産業廃

棄物処理を続けて杜会的使命を果たしていく

ことが困難となっています。 

 具体的には、 

1)濃厚シアンの安全確実な処理を行うため、

公共関与での処理場の運営を検討していただ

きたい。 

2)ダイオキシン問題で使用を休止しているア

ンモニア燃焼装置にかかる元金償還残額

28,988,OOO円の償還を免除していただき、ア

ンモニア焼却装置の除却することを、認めて

いただきたい。 



 

 

3)施設の保全に多額の費用を要しますが、公

共性のある施設であり、毎年の保全経費

12,OOO,OOO円の助成をお願いしたい。 

4)濃厚シアン廃液処理を続けていくためには、

現況の月平均 170 ｷﾛﾘｯﾄﾙの処理依頼量から 

考えて、23,OOO,OOO円の補填をいただかなけ

れば、存続が困難です。よろしくお願いした

い。 

 

５．産業廃棄物の最終処分場確保のお願い

＜環境局＞ 

 産業廃棄物は全国で年間約4億トンもの量

が排出され、そのうち約 6％に相当する量が

東京都から排出されていますが、都内におい

ては産業廃棄物の中間処理や最終処分のため

の処理施設は、十分整備されていないのが現

状です。 

 産業廃棄物は、基本的には、これを排出し

た事業者が適正に処理する責任があり、広域

移動が認められていますが、都内の事業者は、

最終処分の約８割を他県での処理に依存して

いる状況です。都内には、平成11年度末現在、

焼却や破砕などの中間処理の許可施設が 257

か所ありますが、その過半数は汚泥の脱水施

設です。市街化が進み、処理施設建設の 適地

が少なくなったことや地価の高騰などから、

新たに中間処理業を行う施設の整備は進んで

いない状況にあります。また、最終処分につ

いては、都が管理運営する埋立処分場で、中

小企業から排出される産業廃棄物の受入れを

行っていますが、最終処分量全体の７割強は

他県で処分されています。 

 このような現状の中で、めっき業界として

は、廃棄物の発生を極力抑え、発生した廃棄

物は適正に処理するとともに、減量・資源化

し、環境の負荷を軽減することに、努めてい

ます。 

◎産業廃棄物をめぐる状況 

(1) 産業廃棄物の発生・処理・最終処分(再生) 

 

 

の状況 

 産業廃棄物の排出量は、平成11年度実績で、

約４億トンで、ここ数年、横ばいからやや減

少傾向にあります。種類別にみますと、汚泥

の排出量が最も多く全体の 46.8％を占めて

います。処分の状況をみると、総排出量約４

億トンのうち、約43%が再生利用され、約12%

が最終処分されています。 

(2)リサイクル関連法の制定 

 循環型社会を形成するためには、リサイク

ルの推進が不可欠であることから、平成 13

年には、循環型杜会形成推進基本法が制定さ

れ、都は資源化・再生利用を進めています。 

(3)廃棄物処理法の制定と度重なる改正 

 昭和 46 年、法が制定されて以来、平成 3

年、9年、12年の３回にわたり、に大幅に法

改正が行われ、抜本的な対策を進めてまいり

ました。 

◎東京都産業廃棄物問題協議会の設置 

 排出事業者、処理業者、行政の３者が、各々

の役割分担を自覚し、共同して取り組む決意

を示すために、実行すべき事項を「産業廃棄

物適正処理推進行動計画」として、とりまと

めています。 

◎当問題協議会の「特殊産業廃棄物適正処理

部会」に所属する当組合といたしましては、

行動計画に基づき、不法投棄の撲滅、廃棄物

処理法の遵守、再資源化・減量化の推進、減

量化・再利用・無害化等の技術開発、排出実

態の把握優良事業者の育成、組織化の推進、

教育体制や知識の普及、情報と開発を積極的

に進めてまいりました。 

◎また、平成13年11月には、産業廃棄物の

適正処理の徹底と減量・資源化について、法

令の枠を一歩超えた協定、エコトライ協定に

東京鍍金公害防止協同組合が、産業廃棄物処

分業者の１社として締結いたしました。 

◎めっき液のクローズド化しても、不純物を

とりのぞく技術が確立されていない現状にお 



 

 

いて、どうしても産業廃棄物としてのスラッ

ジ(汚泥)の発生を抑えることが出来ません。

このような努力にもかかわらず、最終処分場

の確保は、今後とも欠かせません。 

・要 望 

 現下の厳しい状況下においても、産業廃棄

物の最終処分場の確保に最大限努めてくださ

い。 

                                                                                

６．処理技術の開発・促進について＜産業

労働局＞＜東京都立産業技術研究所＞ 

 東京都産業労働局、及び東京都立産業技術

研究所各位には、平素から、ご指導、ご支援、

特に、当組合の環境科学研究所の円滑な運営

や、高等職業訓練校への講師として研究者の

派遣など、めっき業界の技術・技能の向上に

多大なご尽力をいただいていますことを御礼

申し上げます。 

  具体的には、平成10年度より、続いていま

す「ものづくり試作開発支援事業」につきま

しては、評価の研究として分担をさせていた

だき、蛍光Ｘ線分析装置や三次元測長型走査

電子顕微鏡等を、ハイテク製品のモノづくり

に、活用させていただき、訓練生の実習や環

境科学研究所の分析技術の向上、さらには、

組合員事業所の研究開発に、大変役立たせて

いただいています。また、めっき業界として、

影響の大きい排水処理上の問題としてのほう

素につきましては、従前から、その低減化と

処理技術の開発について、お願いしてまいり

ました。本件については、早速、研究をして

いただき、ほう酸の代替として、クエン酸、

或いはクエン酸ニッケルを使用する技術の開

発を進めていただくとともに、ほう素の固定

化技術の開発にも、ご尽力していただきまし

た。いずれの技術開発も、めっき業界では関

心の高い研究内容です。今後、中小めっき事

業者に即した成果として、普及できますよう、

引き続き、処理技術の開発に、ご尽力してい 

 

 

ただきたいと存じます。 

 現在、検討されています排水規制の項目と

して、非金属元素（窒素、ふっ素、りん、ほ

う素など)があげられています。 

 窒素につきましては、狭隘なめっき事業場

でも、使用できる処理技術の確立が強く求め

られています。また、ふっ素については、ふ

っ化カルシウムの溶解度より、低い値が検討

されていますので、それに対応する技術の開

発が急務となっています。これらの問題を解

決するための、技術開発・研究の促進を、是

非ともお願いします。 

 土壌汚染問題は、平成15年2月15日施行

された「土壌汚染対策法」により、規制が一

段 と厳しくなっています。めっき業の汚染土

壌を、費用がかからない適切な処理技術の早

急な確立を、求めます。 

 環境問題に対応しためっき処理方法として、

鉛フリーはんだめっき、有色クロメートの代

替としての三価クロメート皮膜、三価クロム

からのクロムめっきなどの検討をお願いしま

す。 

 最近、環境省より、亜鉛の環境基準値の見

直しの提案がされています。当組合としまし

ては、パブリック・コメントを提出しました

が、多様な問題点がありますが、そのひとつ

として、ＷＨＯでの飲料水に示されています

数値の 30 分の１以下の数値を定めようとし

ています。このような数値を定められますと

亜鉛金属を使用することがほとんど不可能と

なります。めっき業界の実情に特段の配慮を

求めているところです。 

 今後、これらの諸問題を解決しなければ、

大都市において、めっき業を営むことは、大

変難しい深刻な事態になることが予想されま

す。是非とも、これらの問題、とりわけ技術

的問題を解決するため、東京都のめっき関係

の研究者・技術者の増員をお図りいただき、

私達の業界への積極的なご指導・ご支援を、 



 

 

お願い申し上げる次第です。 

 具体的には、次のことを、お願いします。 

・要 望 

(1)中小めっき事業者に対する処理技術の開

発を技術指導、及び財政支援 

(2)土壌汚染に関する処理技術の早急な確立 

(3)環境問題に対応しためっき処理方法の技

術的検討 

(4)めっき業界の実情に配慮した亜鉛の環境

基準値の設定 

 一国への働きかけへの支援一 

(5)東京都のめっき関係技術者の増員要求と

めっき業界との連携指導強化の推進 

(6)高等職業訓練校・金属表面処理系めっき科

への講師派遣の充実 

 

７．技能検定施設の設置及び施設整備のお

願い＜産業労働局＞ 

  電気めっき技能検定試験につきましては、

めっき業界の技術・技能振興のため当組合が

東京都職業能力開発協会から委託を受けて実

施しています。例年、受験者が多数にのぼる

ため、土曜、目曜の2目問にわたり組合を挙

げて、実施しています。 

 技能検定試験(実技)は、当組合が運営して

いる職業訓練校の実習室を中心に実施してい

ますが、実習施設が狭いため、組合の会議室

をはじめロビーや応接室も開放して技能検定

の実技試験を実施しなければなりません。ま

た、実技試験に用いるめっき槽は、実習室の

面積の制約から受験生が生産現場で使用して

いるものとは較べものにならない程の小型の

設備とせざるを得ず、その一方、電気容量に

余裕がないため、機器の操作も思うように円

滑に運ばない状況が生じています。さらに、

技能検定用設備の老朽化が激しく、当局が求

める一定のレベルでの実技試験を実施するの

には、修理・修繕や創意・工夫など、大変苦

労しています。近年、生産技術の進歩に伴い、 

 

 

めっき加工においても、ますます高精度、高

品質が要求されてきており、生産技術の高度

化に合わせた高レベルの技術者・技能者を確

保して育成することが、めっき業界だけでな

く東京における「モノづくり産業」の基盤を

強化するうえでも重要な課題であると考えま

す。具体的には、 

1)生産現場とのギャップのない電気めっきの

技能検定試験施設を、東京都の施設として設

置していただき、技能検定以外の期間は、職

業訓練校生徒をはじめ企業の従業員の技術・

技能向上など、人材育成のための研修、訓練

施設として最大限の活用が出来ますよう、当

該施設の設置をお願いしたい。 

2)技能検定試験、とりわけ実技試験を実施す

るにあたり、総額 1,023万円の助成金をお願

いし、技能検定用設備の充実に努めさせて頂

きたい。 

・技能検定用設備の充実は、具体的には、 

 整流器6台 

めっき循環装置6台 

めっき槽9台 

酸洗槽12台 

活性槽3台 

排ガス装置12台 

洗浄水循環装置(イオン交換装置含む)6台 

脱脂槽12台 

水洗槽36台 

めっき装置設置架台27台 

 以上の設備が必要不可欠です。また、その

充実には、業界の自主努力だけでは限界があ

ります。試算しますと、検定用設備の設備に

は、総額1,510万円必要となります。そのう 

ち、業界の内部努力として487万円、公的支

援としての財政措置として、1,023 万円を講

じていただきますようお願いします。 



 

 

 

 

 東京都鍍金工業組合並びに東京鍍金公害防

止協同組合は７月３日(木)午後５時から新宿

モノリス 29 大岳で都議会自民党めっき対策

議員連盟議員との懇談会を開催した。組合か

ら「中小企業高度化資金融資に係る連帯保証

人の変更について」「中小企業高度化資金借受

条件の変更について」説明し、問題解決への

ご理解ご支援をお願いした。 

  懇談会には、議連代表世話人の小山敏雄議

員、都議会自民党幹事長の山崎孝明議員、佐

藤裕彦議員、中西一善議員、新藤義彦議員の

５氏、組合から大村功作理事長、姫野正弘副

理事長、由田猛副理事長、川上洋一副理事長、

間部健太郎副理事長、宮澤裕工組専務理事小

原俊幸協組専務理事が出席、宮澤専務理事の

司会により、はじめにめっき対策議員連盟代

表世話人の小山敏雄議員は「本日は組合の要

望を聞いて、議連としても真剣に取り組んで

参りたい」と挨拶。大村功作理事長は「今日

は公防協組の連帯保証人の変更と返済計画の

延長についてお願いしたい。新しい副理事長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の就任挨拶で昨日東京都に伺ったところ、関

係部局の担当者がほとんど代わっていたので、

改めて話し合いをさせて頂きたい。今日は保

証人の問題をすっきりした形にしたいと考え

おり、よろしくお願い申し上げる」と挨拶を

した。 

  議員連盟議員、組合役員が自己紹介を行い、

宮澤専務が資料に基づいて①中小企業高度化

資金融資に係る連帯保証人の変更について②

中小企業高度化資金借受条件の変更について

説明した(別掲)。 

 大村理事長は要望のポイントについて「平

成４、５、６年に借入を行い、当時の理事が

保証人となったが、第１回の借入で理事 52

名の内現在理事として残っているのが11名、

第２回の借入で理事 52 名の内現在残ってい

るのが13名、第３回は金額が少なかったこと

もあり常任理事以上 20 名の内３名しか残っ

ていない。現在亡くなっている人も保証人に

なっており、死亡しても保証人は消えない。

それを消してほしいとお願いしているが、こ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都議会自民党めっき対策議員連盟と懇談 

 



 

 

の変更についてたずねたところ 52 名なら変

えてもいいと言っているが、現理事は組合員

数の減少に伴い47名と少なくなっており、ま

して新しく保証人になる人はいないのが現状

である。後何年かすると現理事、執行部から

保証人がいなくなり、保証人が１人もいない

執行部がお金を返していく状態になるので、

執行部に保証人を代えてほしいというお願い

である」と説明。このあと、議員から、高度

化資金を借りているのは鍍金組合だけでなく、

他の団体も同じように保証人の問題が出てい

るはずで、一都三県がまとまり中小企業総合

事業団にかけ合ってはどうか。 

 現執行部が責任を負うのであり、他の保証

人は責任を負いませんという念書を出しては

どうか。その写しを議連が名を連ねて都知事

や中小企業総合事業団へ持っていきかけ合っ

てはどうか。もう１つの方法は書替えである。 

  約１時間にわたり保証人の変更について活

発な意見交換をし、最後に姫野副理事長は「負

の資産を後世に残すもので、議員の先生方か

ら大変参考となる色々なアドバイスを頂きそ

の中から最良の方法を検討していきたい」と

閉会の挨拶をした。 

 

  中小企業高度化資金融資に係る連帯

保証人の変更についてのお願い 
I．背景 

 我が国のモノづくり産業は、今、瀬戸際に

立たされています。 

 めっき業界も例外ではございません。長期

にわたる不況や過度とも考えられる環境保全

のための規制、産業空洞化等によるめっき加

工需要の激減に加えて、過酷なコスト削減要

求や仕事量の激減により、最盛期には 1,200

社を超える当組合の事業所が、550社を切り、

平成14年度、事業廃止や解散で、脱退事業所

が25社にのぼり、工場を保有している実質の

組合員は、現在542杜になり、今後、更に減 

 

 

少が予想されます。 

 また、本年２月の土壌汚染対策法の施行、

併せて平成13年10月に施行された東京都環

境確保条例に基づく汚染土壌問題は、主に過

去に起因する汚染であり、実態の把握が極め

て困難で今後のめっき業の経営にとって大き

な経営環境リスクとして間題になっています。

その他にも、経営、技術、環境保全など多く

の課題を抱え、小零細事業所がこうして問題

に立ち向かっていくには、内には組合組織を

核とした強固な連携が必要であることは、も

ちろんですが、行財政面の支援が求められて

います。それだけに、組合運営の舵取りが、

大変難しい時代に突入しているといえます。 

Ⅱ．組合運営の舵取りを担う理事の職務と責

任 

 組合運営の舵取りの現状は、組合の運営業

務を執行する役員が中心となって、行われて

ます。既に、ご案内のとおり、組合の役員は、

理事と監事であり、理事は、理事会を構成し

て、組合の業務執行の意思を決定し、代表理

事を選出して業務を執行させると同時に、そ

れを監督する役割をもっています。また、監

事は、組合会計に関する報告を求め、必要あ

るときは、組合の業務及び財産の状況を調査

することを職務とし、特に会計に、不正がな

いかどうか監査する役割を担っています。 

  役員、とりわけ理事は、組合運営に参画す

る組合の最高責任者でありますので、どのよ

うな役員を選ぶかどうかは、組合の盛衰に大

きな影響を及ぼすことになります。従って、

理事は、組合との委任契約に基づき善良なる

管理者の注意をもって、その職務を行うほか、

法令、定款、規約の定め、及び総代会の決議

を遵守して職務を行う忠実義務を負うなどの

個人的責任のほかに、理事会を構成し、業務

執行の決定に参画するとともに、代表理事に

よる業務執行の監視的役割を果たすべき集団

としての責任もあります。従いまして、理事

が任務懈怠により、その責任を果たし得ず、 



 

 

組合に損害を与えたときには、理事は、連帯

して組合に対し損害賠償の責に任じなければ

なりません。民法の一般原則に従えば、個々

に、責任を追及されますが、組合の理事の性

格に鑑み、特に連帯責任としています。 

 また、理事が、その職務を行うにつき、そ

の取引相手たる第三者に損害を与えたときは、

それが、その理事の悪意または、重過失によ

って生じたものである場合に限り、その理事

は、直接に被害者たる第三者に対して損害賠

償の責任を負うことにもなっています。 

このように、理事は、組合運営の中心にあっ

て、その職務を遂行する任務が課せられてい

るところから、一定の職務に対する権限をも

つと同時に、組合運営上の大きな責任を担っ

ています。 

Ⅲ．中小企業高度化事業と東京鍍金公害防止

協同組合 

 内外の様々な要因による厳しい経営環境の

中で、中小企業の経営基盤を強化し、経営体

質を改善するためには、中小企業構造の高度

化、即ち、事業の共同化・協業化を推進して

いくことが、何よりも重要になっています。

そのため、中小企業総合事業団と東京都は、

財源(原資)を出し合って、政策的見地から、

行政需要や必要性の高いものに対し、長期・

低利の融資制度を設け、中小企業構造の高度

化という政策目標の達成に寄与する事業を行

う組合など、民間団体等に対し、財政支援や

行政指導等を行うものです。 

  東京鍍金公害防止協同組合は、東京都が「都

民を公害から防衛する計画1971」に基づく特

定有害物質対策を推進するため、昭和46年、

濃厚廃液の共同処理施設として、東京都の行

政指導のもと、設立されました。 

 「城南処理センター」は、昭和47年、中小

企業高度化資金を借受け、シアン濃厚廃液共

同処理場として、操業を開始。それ以来、32

年余の間に、78,500 ｷﾛﾘｯﾄﾙの濃厚廃液を処理

し、環境保全、とりわけ公害防止に大きな貢 

 

 

献をしてきたと、私達は、自負しているとこ

ろです。 

 現在の処理施設は、中小企業高度化事業と

して、平成4年度から3年間、中小企業高度

化資金「共同施設資金」を借受け、設置され

た無害化処理施設で、現在、適正処理施設と

して、稼働しています。しかし、昨今、当該

処理施設の老朽化により、その保全のために、

多額の修繕費が必要となってきています。ま

た、厳しい経営事情の現実を踏まえ、対象地

域の拡大や組合員資格の緩和など、組合の自

助努力を進めているにもかかわらず、濃厚廃

液の処理依頼件数の大幅な減少が顕著になっ

てきています。 

 一方、組合員事業所の解散や事業廃止に伴

う組合からの脱退が、増加の一途を辿り、組

合員数の減少に憂慮しているところです。小

零細事業所の集合体である当組合が、今後、

公共性の高い濃厚廃液処理を続け、社会的使

命や役割を果たしていくためには、東京都の

一層のご理解と強力なご支援が何よりも必要

になってきています。 

Ⅳ．中小企業高度化資金融資の現況と連帯保

証人 

 現在、高度化資金借受け残高(平成 15 年 3

月末)は、370,365,OOO円で、毎年、35,928,OOO

円の元金を償還しています。最終の償還完済

日は、平成26年になります。 

 中小企業高度化資金融資を受けるに際し、

「金銭消費貸借契約公正証書」を作成し、東

京都と東京鍍金公害防止協同組合とは、条項

の約定により、契約を締結しています。それ

は、①平成 4年度は、平成 5年第 0434号、

中小企業高度化資金「共同施設資金(共同公害

防止等)」として、4 億 6126 万円を借受けま

した。これは、平成9年3月25目を初回とし、

以降平成 24 年 3 月 25 日まで、毎年 3 月 25

日に、2,713万2千円、分割弁済し、平成25

年３月25日の償還期限に、残額、2,714万8

千円を完済する。②平成5年度は、平成5年 



 

 

第0726号、中小企業高度化資金「共同施設資

金(共同公害防止等)」として、1 億 1,206 万

円を借受け、これは、平成9年9月25日を初

回とし、以降、平成24年9月25日日まで、

毎年9月25目に659万1千円を分割弁済し、

平成 25年 9月 25日の償還期限に、残額 660

万4千円を完済する。③平成6年度は、平成

7年第0282号、中小企業高度化資金「共同施

設資金」(共同公害防止等、構造改善等高度化

(特定))として 3,790万4千円借受けました。

これは、平成10年12月25日を初回とし、以

降、平成25年12月25日まで、毎年12月25

日に 222万 9千円分割弁済し、平成 26年 12

月25日の償還期限に残額224万円完済する。

というものであります。 

Ⅴ．連帯保証人の責務と変更 

 金銭消費貸借契約における連帯保証人の責

務として、３回にわたるいずれの契約におい

ても、第９条で、「連帯保証人は、本契約に基

づき成立する組合の金銭消費貸借上の債務を、

連帯保証し、組合と連帯して、支払う」と定

め、また、第17条において「組合及び連帯保

証人は、本債務を履行しないときは、本債務

につき、設定された低当権実行の前後を問わ

ず、直ちに債務金の請求につき、強制執行に

服する」と連帯保証人の責務の遂行を規定し

ています。また、第9条の5項で、「組合は、

東京都から保証人、または低当物件の変更、

若しくは追加を要求されたとき、または組合

が、保証人、若しく抵当物件を変更しようと

するときは、遅滞なく必要な手続きをとらな

ければならない」とし、変更の手続きを唱っ

ています。 

 本契約に基づき成立する組合の金銭消費貸

借上の債務を連帯保証する連帯保証人には、

組合運営の中心的役割を果たしている当時の

理事が、中小企業高度化事業「共同施設資金」

(共同公害防止等)の趣旨に賛同し、本契約条

項の約定を了承し、引き受けてきたものです。

一方、組合の理事は、組合事情、即ち、組合 

 

 

が直面する困難な問題を組合と連帯して解決

し、将来展望を踏まえた組合事業の展開を期

待し、さらに、東京都の行政指導もあり、連

帯保証を引き受けたという当時のやむにやま

れぬ事情もありました。 

  年度別・理事就任・高度化連帯保証の状況

を見ますと、①平成4年度は、(高度化保証、

平成 5 年 3 月 26 日)、理事の連帯保証人 52

名でしたが、現在、脱退9名、逝去6名、退

任24名、監事2名の事由要因があり、理事と

して残っていますのは、11名となっています。

②平成 5年度は、(高度化保証、平成 5年 11

月29日)、理事の連帯保証人52名でしたが、

現在、脱退12名、逝去5名、退任20名、監

事2名の事由要因があり、理事としての連帯

保証人は、13 名のみ。③平成 6 年度は、(高

度化保証、平成7年3月17日)、当時、理事

の連帯保証人20名 、うち、現在、脱退5名、

逝去4名、退任8名の事由要因により、現役

理事の連帯保証人は 、3名のみとなっていま

す。 

  このように、組合の理事は、組合運営上の

職務遂行の責任を負いながら、組合と連帯し

て、困難な問題の解決に奔走。一方、理事自

身の高齢化の進行、事業経営の不振、解散・

事業廃止等による脱退など、厳しい現実に直

面、苦慮している現実が、理事就任・連帯保

証人の数の減少からも、うかがえます。 

 理事が連帯保証の責務を担っている数の減

少は、裏返せば、そのまま組合における役員

の担い手が少なくなってきたともいえますし、

このままで推移しますと、理事就任の引き受

け手がなくなってしまうという組合としての

危機感が増幅することにもなってしまい、深

刻な事態が予想されます。 

 そこで、お願いでありますが、従前の理事

による連帯保証人を変更させていただき、現

組合執行部の最高責任者である代表理事(理

事長)が責任をもって、高度化資金償還残額の

債務を履行する。金銭消費貸借契約に基づく 



 

 

連帯保証人は、その時々の代表理事(理事長)

が金銭消費貸借上の債務を連帯保証し、組合

と連帯して、債務を弁済することにさせてい

ただきたいとお願い申し上げます。 

 

 中小企業高度化資金借受条件の変更

のお願い 
 日頃から東京鍍金公害防止協同組合の運営

に関しましては、一方ならぬご理解やご支援

を賜り、ありがたく、厚くお礼申し上げます。 

 当組合は平成4年度、5年度、6年度に中小

企業高度化資金融資の借受けをいたしました。

当初の借受額は合計で610,812,000円でした

が、平成8年度以降の元金償還により現在の

借受残高は、370,365,000円となっています。

平成 26 年度で完済するという借受け条件と

なっています。 

 組合員事業所の解散や事業廃止により、主

な事業であるシアン濃厚廃液の無害化処理の

共同公害防止事業は、利用者及び利用量の減

少で平成 13 年度は、17,473,447 円の損失と

なりました。 

 組合員事業所の対象地域の拡大や資格の緩

和などで、利用量を確保してまいりましたが、

現下の厳しい経済状況では、現行利用量の維

持が精一杯の状態にあります。 

 平成14年度におきましては、定期昇給停止

や賞与カットを含む運営上、可能なコスト削

減により、何とか利益を計上することができ

ましたが、利用量の回復は困難な状態にあり、

先行きは不透明な状態にあるなど、厳しい運

営状況にあります。 

 また、当該施設から発生する悪臭への苦情

が地域住民からあり、平成14年度に組合独自

で多額の費用をかけて対策の研究開発を行い、

一定の成果が得られましたが、この対策には、

一部工程改良を伴う数千万円が必要と概算し

ています。 

 一方、施設更新後、10年が経過し、老朽化 

 

 

による設備更新に多額の資金が必要になる懸

念があります。現に、平成13年3月には、遠

心脱水機2台を13,500,000円で更新しました。

この更新は、中古設備により行い、資金の節

約に努めています。 

 今後は、更に多額の資金を必要とする必要

性の高い高圧貫流ボイラー(取得価格

26,000,000 円)や第一種高圧容器(取得価格

74,690,O00 円)の更新時期が到来しています。 

 つきましては、こうした設備更新を円滑に

行うために、健全経営に全力で努めてまいり

ますが、返済額、返済期限などの借受け条件

の変更をお願いし、老朽化した設備の更新に

備えたいと考えています。 

 現在の借受け条件で元金償還を続けていけ

ば、自功努力により、損失がないとしても、

数年後には、資金が枯渇すると考えられ、施

設の維持が困難になると予想されます。そこ

でお願いでありますが 

 濃厚シアン処理施設は、中小のめっき業が

環境問題を起こさないため、また、環境保全

のためには、必要不可欠な施設であり、本処

理は、必要な事業です。そこで、中小企業高

度化資金の融資の返済額、返済期限など、借

受け条件の変更について、特別のご配慮とご

指導を賜りますよう、お願い申し上げます。 

 



８月 あなたの予定表 
日 曜 役員会・委員会他 環研集荷(ブロック長) 協 組 集 荷 メ   モ 

１ 金   葛飾支部  

２ 土     

３ 日     

４ 月  大田支部 城東支部  

５ 火 広報委員会 品川支部・大田支部 城北支部  

６ 水 正副理事長会 城南支部 中央支部  

７ 木  城西支部 世田谷・目黒地区  

８ 金   葛飾支部  

９ 土     

10 日     

11 月   足立支部  

12 火     

13 水   西部支部  

14 木   城南処理センター  

15 金   夏季休暇  

16 土     

17 日     

18 月   品川地区  

19 火  城西支部・城北支部   

20 水  中央支部・本所支部 向島支部  

21 木 技能教育委員会 向島支部 本所支部 全鍍連技術委員会 

22 金   葛飾支部  

23 土     

24 日     

25 月  西部支部 蒲田・大森地区  

26 火  城東支部・葛飾支部 城西支部  

27 水  葛飾支部   

28 木     

29 金  足立支部 葛飾支部  

30 土     

31 日     

 



 

 

 

 

 

 全国鍍金工業組合連合会(渡邉正勝会長)は

５月29日(木)午後１時30分から港区芝公園

の機械振興会館で傘下組合代表者多数が出席

して平成15年度通常総会を開催した。 

 吉田勇総務委員長の司会により、先輩物故

者に黙とうを捧げ、大村功作副会長の開会の

挨拶の後、主催者を代表して渡邉正勝会長は

「本年度は全鍍連関係から多数の叙勲・褒章

受章者を出したことは喜ばしいことである。

先日、東北地方で大きな地震があり、当連合

会関係では大きな被害はないと聞いておりほ

っとしている。業界は中国の問題、デフレ経

済など厳しい状況にある。本日は理事会と総

会を同時開催するのでご協力をお願い申し上

げる」と挨拶した。 

 総会に先立って岸賞表彰が行われ、今回は、

全鍍連理事・国際委員会副委員長、山梨県鍍

金工業組合理事長の古守三郎氏が表彰された。

笠間則文総務副委員長より功績について、古

守氏は、昭和58年以来今日まで20年間、全

鍍連理事を務め、また平成５年に国際委員会

副委員長に就任以来、10年間にわたり副委員

長を務め全鍍連の国際意識レベルの向上に大

きく貢献され、全鍍連の発展と円滑な運営に

尽力された、と披露した。 

  渡邊会長が議長に就任して審議に入った。

第１号議案「平成14年度事業報告、財産目録、

貸借対照表、収支計算書及び余剰金処分案」

について上野顕三専務理事が説明、監査報告

を鈴木健吾監事が行い、承認された。次いで

第２号議案「平成15年度事計画案、収支予算

案」と第３号議案「平成15年度経費賦課及び

徴収方法」について原案通り承認された。第

４号・第５号議案「任期満了に伴う役員の改

選」・「任期満了に伴う役員候補者選考委員の

改選」については、指名推薦の方法をとるこ

ととし、山崎五郎選考委員長が選考経過を説 

 

 

 

 

 

 

明し、各地区より選出された役員候補者名簿、

役員候補者選考委員候補者名簿を拍手で承認

した。引続き、理事会を開いて正副会長、専

務理事、常任理事を選任、再開した総会で新

執行部を発表し拍手で承認した。また、全鍍

連誌の発行について、来る６月号から業務代

行委託先を(有)プロワード・ア－ル社から

(株)広信社に変更することについて報告があ

り、総会議事を終了した。 

 

  渡邉前会長の退任の挨拶のあと、 笹野不二

夫新会長は「優秀な執行部の方々の協力を得

て２年間全力を尽くしていきたい。技術屋の

一人として新技術の開発は是非ともやってい

きたい。ものづくりの愛知は新しいことが好

きな地域であり、新しい技術があれば全鍍連

に情報を提供しそれを共有していきたい」と

就任の挨拶をした。 

  本総会をもって役員を退任された方々に感

謝状並びに記念品を贈呈した。また、先の理

事会で、渡邉正勝氏を常任顧問に、大野正平

氏、古守三郎氏を顧問に、内藤雅文氏、鈴木

安市氏、手塚孝雄氏を相談役に、鈴木健吾氏、

石川政禧氏、新谷芳夫氏、池田尚生氏を評議

員に委嘱を決定した旨の報告があり、大野前

副会長の閉会の辞で総会を終了した。このあ

と懇親パーティを行った。 

 

全鍍連総会 新会長に笹野不二夫氏 



 

全鍍連 平成15・16年度役員 

会  長 笹野不二夫(愛知) 

副 会 長 鈴木喜代壽(東北) 

          原   亙(長野) 

          大村 功作(東京) 

          吉田  勇(埼玉) 

          宮坂 東明(大阪) 

専務理事 上野 顕三(員外) 

          清川  忠(福井) 

          栗原 敏郎(神奈川) 

          中島  清(九州) 

          難波 正義(岡山) 

          笠間 則文(愛知) 

          小池  揚(大阪) 

          神谷 文吾(静岡) 

          入江  宏(群馬) 

          由田  猛(東京) 

          川上 洋一(東京) 

理  事 

(北海道)  飯田日出温 

(東 北) 草間 英一、島田 博雄 

(茨 城) 溝口 輝明 

(栃 木) 熊倉知三郎 

(埼 玉) 島田 周作、野口  武 

          山本 正宏 

(千 葉) 柴崎 三郎 

(神奈川) 山崎 五郎、薄衣 敏則 

(東 京) 姫野 正弘、間部健太郎 

          八幡 順一、平野普三雄 

          木村 秀利、菊池 忠男 

 

  常設委員会三役･東京組合委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(山 梨) 田代 政明 

(長 野) 荒井 亮治 

(新 潟) 井筒  昇 

(静 岡) 松浪 通弘、久慈 鉄雄 

(愛 知) 石井  博、竹内 克弘 

          伊藤  豪 

(岐 阜) 杉山 博之 

(三 重) 藤川 勝彦 

(富 山) 梅田 秀雄 

(石 川) 浅下 昭彦 

(京 都) 山本  勲、寺田  理 

(大 阪) 渡邉 正勝、寺内 攻二 

          土井 昭忠、増澤 康徳 

          森脇  隆 

(兵 庫) 藤井 正隆 

(広 島) 新谷 哲章 

(山 口) 東  佳範 

(山 陰) 木下 義章 

(四 国) 上村  豊 

(九 州) 山田登三雄 

監  事 

三浦 修市(東北)、塚越和夫(群馬) 

小倉 攻一(東京)、相場丈夫(新潟) 

菅沼 延之(愛知)、井田義明(兵庫) 

大目木康行(広島) 

役員候補者選考委員 

飯田日出温(北海道)、熊倉知三郎(栃木) 

姫野 正弘(東 京)、田代 政明(山梨) 

石井  博(愛 知)、渡邉 正勝(大阪) 

上村  豊(四 国)、山崎五郎(神奈川) 

島村 周作(埼 玉) 

 

  総  務 環境対策 技  術 広  報 国  際 近代化 

副会長 吉田 勇 鈴木喜代壽 原  亙 宮阪東明 鈴木喜代壽 大村功作 

委員長 笠間則文 小池 揚 清川 忠 難波正義 栗原敏郎 由田 猛 

副委員長 
 
 

山本 勲 
増澤康憲 
間部健太郎 

川上洋一 
神谷文吾 
入江 宏 

中島 清 
八幡順一 
伊藤 豪 

藤井正隆 
浅下昭彦 
杉山博之 

木下義章 
姫野正弘 
竹内克弘 

梅田秀雄 
溝口輝明 
野口 武 

東京委員 平野普三雄 菊池忠男 高倉利守 木村秀利 西原敬一 石川進造 

 



 
 
■亜鉛部会 
 

総会開催 
新会長に 
菊池忠男氏選出 

 
  東京都鍍金工業組合亜鉛めっき部会(野
上榮一会長)は６月19日(木)午後６時30分

から上野池之端の伊豆榮で会員 21 名が出

席して定時総会を開催した。 
  半田實副会長の司会で開会し、野上会長

は「この４年間何も出来ず残念であったが、

新しい有能な会長に引っ張って頂きたいと

思う。埼玉でホタルを養殖しているところ

が、最初地下水をくみ上げて使ったがホウ

素が少なくエサが育たないというので、わ

ざわざホウ素の上がる不純物を入れてホタ

ルの養殖に成功したことが話題となってい

る。亜鉛は鉄、アルミ等に次いで広く使わ

れているが、亜鉛部会としてメーカー側と

意見交換をしていきたい。めっきのユーザ

ーがどういうことを要求しているのか、 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
我々もまた環境問題など厳しい状況に置か

れており、お互いの状況がわかればより良

い関係が築けると思う。これには団体の力

が必要で、大村理事長のお力添えをお願い

したい。４年間、みなさんの協力に感謝申

し上げる」と挨拶をした。 
  大村功作理事長は「かつて公害問題を解

決しないとめっき業界が成り立たなくなっ

た時に亜鉛部会が発足し、公害問題と取り

組んできた。今また６価クロムや亜鉛規制

の問題がクローズアップされており、亜鉛

めっきの存続問題になりかねないので一致

団結して対応にご協力をお願いしたい」と

挨拶をした。 
  議長に葛西康二幹事を選出、まず定足数

を満たしていることを報告し議事に入った。

平成 14 年度事業報告を永田吉輝副会長、

同会計報告を海野吉正会計、会計監査報告

を西谷幸一監査が行い、異議なく承認され

た。続いて平成 15 年度事業計画案、収支

予算案が原案通り承認可決された。役員改

選は、遠藤清副会長から､次期会長として東

支部の菊池忠男氏を推薦する旨の発表があ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  



 
 
り､拍手で承認された。また、葛西議長より

「かねてより東西南北の一本化という話が

あり、役員会で検討し、概ね煮詰まってき

たので提案したい。亜鉛部会本部行事とし

て、講習会、研修会、工場見学会、納涼会、

新会長選出等に関しては東西南北の枠を取

りはずして、役員幹事の意見を尊重して会

長が決定することにしたい。従来から東西

南北の各支部で行われてきた情報交換や懇

親会、総会等は従来通り行って頂き、本部

に出てこれない人が支部の活動に参加して

頂くという形で進めて頂きたい。会費の徴

収は従来通り東西南北で集めて頂き本部へ

納入していただく。将来的には一本化され

るだろうが、その第一歩を踏み出したとい

うことでご理解頂きたい」と提案し、拍手

で承認された。 
  菊池忠男新会長は「かつて八幡初代会長

で亜鉛部会が発足し、今日まで 40 数年活

動を続けてきた。発会当時は会員 200社を

数えたが、現在は 43 社とさびしい状態で

ある。さらにここへきて亜鉛規制強化、６

価クロムの問題が起きて、どう対処してい

くか難しい問題が出ている。こうした問題

を含めて新しい会員を募っていきたい。議

長から本部一本化の話が出たが、各支部の

様子をうかがうと、支部内はよくまとまっ

ており、本部一本化で全てをまとめようと

することは難しく､現在の４支部は残して

いきたい。これまで２期４年にわたりご苦

労を頂いた野上さんに感謝申し上げる。早

速役員会を開いて、事業計画に則り具体的

な話し合いを行っていきたい」と就任の挨

拶をした。最後に遠藤清副会長の閉会の辞

で総会を終了した。 
 二部懇親会は中村昭人副会長の司会で開

会し、このたび会長を退任された野上榮一

前会長に感謝状を贈呈した。太田夛一元会

長の乾杯音頭で祝宴に入り、川上洋一元会

長の中締めまでなごやかに進められた。 

 
 

ヒキフネグループ 

創業 70周年記念祝賀会 

 
 (株)ヒキフネ(石川輝夫社長)はじめヒキ

フネグループは６月７日(土)錦糸町のロッ

テプラザで、社員など175名が出席して盛

大に創業70周年記念祝賀会を行った。 
  祝賀会では、70年の歴史を振り返るとと

もに、さらなる百周年を目指す式典を行い、

またコンサート、アトラクションなどで70
周年を祝った。 
  式典は石川英孝専務の司会により、創業

者夫妻の石川義信、石川富貴子両氏の冥福

を祈って黙とうを捧げた。石川進造会長は

「私の両親である創業者夫妻に本席に出席

してほしかったが、天寿を全うした。人に

は必ず寿命があるのと同じように会社にも

寿命がある。中小企業の平均寿命は 30 年

と言われている。ある統計によると､会社を

興して１年で 20％が消え、５年で 85％、

30 年で２％しか残らないという数字が出

ている。そういう意味でヒキフネは長い歴

史がある。先代の石川義信が昭和７年に曳

舟の地でめっきの仕事を始めて、私が入社

したのは昭和 28 年で当時５～６人の会社

であった。石川義信が創業して 40 年頑張

り、四つ木工場が出来て私と石川輝夫現社

長の二人三脚で仕事を始めて 30 年経過し

たことが大まかな歴史である。第一の創業

者が石川義信で、第二の創業者が私と現社

長だと思っている。私が仕事を引き継いで

決して順調にきたわけではなく、失敗も多

かった。昔から“創業は易く守成は難し”

と云われてきたが、創業者は常に失敗を恐

れてはいけないと思う。色々な仕事を手が

けて失敗もしたが、その失敗が種になって

会社が継続できたのではないかと思う。私

が入社してから日本経済は昇り調子できて、 



 
 
失敗もしたが何とかやってこられた良き時

代で、運が良かったと思う。もちろん会社

の成績は運だけでは出来ず、社員みなさん

の協力があったことは事実だが、それに満

足してはいけない。私どもが経験した一番

大きなことは、冷戦が終わり中国の労働市

場が大きくなり､世界の工場と言われるま

でになった。過去手掛けた色々な仕事が中

国へ行ってしまったが､そういう中で私ど

もが何とか生き残ってこられたのは、いつ

も違う仕事を見つけ､またそういう努力を

してきたことだと思う。この 70 年を一区

切りに次の人たちにバトンタッチしたい。

これから専務が若い人たちと一緒に、新し

い第三の創業をやってもらえばあと 30 年

はもつと思う。あと 30 年で百年になり、

私はいないだろうが、会社は永遠に生き残

ってもらいたい。それにはいつも創業者の

精神を忘れてはいけない。社員１人１人が

社長であると思ってやってもらいたい。生

物学者のダーウィンが生き残る条件として、

大きさや力、あるいは頭の良さではなく、

変化に対応することが生き残る条件だと言

っている。この 70 年間というのは変化に

対応してきたと思っている。これからも変

化に対応して百周年を達成して頂きたい」

と挨拶をした。 
  石川輝夫社長は「今日は内輪の会である。

会長から話があったように 70 周年を迎え

られたことは素晴らしいことであり、協力

工場、社員、経営者が一体となってやって

きたからだと思う。会長から会社の歴史の

話があったので、私はこれからのことを話

したい。この先ヒキフネがどんな会社にな

っていくのか、今と同じ仕事をやっている

かわからないが、私どもは、必ず社会に役

立つ会社､常に新しい価値を作り出す会社､

どんな環境でもつぶれない会社､全従業員

が豊かになるの４つを経営理念に掲げて、

いつの時代にも、その実現を目指している。 

 
 

 
そういうしっかりした基盤を持って小さく

ともキラリと光った存在価値のある会社を

目指していかないといけないと思う。ここ

数年若い社員が増えて、平均年齢は 32.5
才とこれは業界平均よりかなり若い。若い

社員のみなさんが、毎日の仕事の中に埋も

れてしまって改善、対策が出来ないような

雰囲気になってはいけない。竹はしっかり

し節をつけてたんどん伸び、強い風が吹い

ても折れずに跳ね返す力をもっている。そ

ういう若竹のようなしなやかな会社をみん

なで作り上げ、80 年、90 年、百年を目標

に頑張っていきたい」と挨拶した。 
70 周年を記念して社員会より会社へ、大

型ワイドテレビ等の記念品目録を贈呈、式

典を終了した。 
  続いて、音楽家・神田将氏のエレクトー

ンの演奏と、世界的なソプラノ歌手・サイ・

イエングアン氏のスペシャルコンサートが

行われた。(株)ＪＰＮ植田義比古氏の乾杯

で祝宴に入り、アトラクションとして大ビ

ンゴ大会が盛況裡に行われ、最後に(株)ヒ
キフネ金属工芸・石川茂夫社長の大締めに

より記念祝賀会を終了した。 



 

十日会賞受賞のお礼と最近感じること 

 

                      ㈱ヒキフネ 

                       石川 進造 
 このたび、平成 1４年度の十日会賞を頂きましたことについて、お礼の一文を寄せさせ

ていただきます。 

 ５月 23日の東京都鍍金工業組合の総会におきまして、過分なお褒めの言葉をいただき、

身のすくむような恥ずかしさを感じました。人が最大の褒め言葉を貰うのは、結婚と棺を

覆うときと聞きますが、それにも勝るひとときでした。 

  

受賞の対象となった組合活動は、本部事務局や組合員のかたがたのお力添えでやったこ

とで、自分の力でやれたことは何一つもなく、身勝手な放言を繰り返していただけで、ハ

ッと気がつくとなんと６８歳にもなり愕然としております。 

最近の組合活動のひとつにホームページ委員会があります。インターネットを通じて組

合員の情報化を進めようとするものです。現在も形だけの委員長を勤めております。 

 

私は日頃から、インターネットは年寄りのものだと言っております。「年寄りのもの」と

いうことは、遊びや楽しみの世界を指し、世の中を変えたり、時代を動かしたりするよう

なことはできません。やはり、インターネットは若い人（少なくとも何かを変えるパワー

のある世代と考えてください）が動かし、ビジネスや社会を変えてゆくものなのです。そ

の意味では「私の中ではインターネットは終わったのだ」と括っております。 

 

昨年、都の中小企業対策審議会で「東京のものつくり復活」について、約一年間、審議

をしました。活発な議論がありましたが、どの議論も過去の一時期に成功した「ものつく

り」の経験を土台としておりました。 

過去の「ものつくり」の成功経験は、若かった日本の成長過程で経験したものです。 

私たちが強い日本を実感（経験）した時代の背景と、いまは人口構成や欲望の水準がす

っかり変わっているのです。つまり、日本は荒々しい欲望とエネルギーに満ちた時代が終

わり、停滞から衰退期に入っているのです。過去の成功経験で未来を描くという過ちをし

てはならないのです。生物にライフサイクルがあるように、国や企業にも必ずライフサイ

クルがあり、それを表す顕著な指標は人口構成でしょう。日本は出生率が下がり高齢化が

進み、すでに若い国ではないのです。放っておけば上りつめた以上に、加速的に落ちてゆ

くのです。 

 

その日本の落ちるカーブを、緩くするために産業振興策があると自覚することが大切なの

です。「世界市場を、中国市場を」というような威勢の良い掛け声でなく、過去の成功体験

に溺れずに、東洋の片隅の小国として生き残ることを目指せば、よほど、住みよく効率の

良い社会が築けるはずです。 

 



 

 

だれが何と云おうと、食べ物は地産地消が正しく、誤解を恐れずに云えば、工業も地産

地消の思想が無かったために、大きな間違いを犯したのです。そして輸出立国の誤りに気

づくのが遅かったのが、今日の中小企業の不振を招いてしまったのです。いまも私たちは、

自分の限界に気づかずに、グローバル化の言葉に踊らされているのです。 

 

このような時代の産業振興は、従来の考えの延長である無責任とも野放図とも云える、

「産業振興は民間活力による」から一歩踏みだし、過去や現状にとらわれない新しい思考

のもとに、官（行政）は支援という安全地帯から抜け出し、リスクを背負って民間と一緒

に、おざなりでない事業展開を図らないかぎり、日本の自立、中小企業の自立や振興はあ

りえません。 

繰り返しになりますが、学者や知識人、そして行政自らが、日本の低落を直視し、新し

い思考のもとにリスクを共有し、中小企業者と同様に「自分ごと」として事業展開を試み

ない限り、産業振興は行政のアリバイ作りに終わるでしょう。 

中小企業者の事業展開は、いつも背水の陣で、切れば真っ赤な血がでるのです。おざなり

でない産業振興を行うために、私はそのリスクの共有を求めているのです。 

 

東京都鍍金工業組合は、組合員の減少に歯止めが利かず苦しんでおります。当組合は小

規模事業所で成り立っております。直近の調査では、組合員 542社のうち従業員 1～10名

が 382 社(70.5％)を占め、組合の予算に占める割合は、なんと 58％の約 2000 万円／年の

負担をしています。 

余談ですが、全鍍連加入のめっき事業所数は 1962社あり、その中で 10人以下の事業所

数は 1100社(56％)あります。しかし 10人以下の事業所と云っても、東京と地方では工場

の敷地面積から、設備の大きさから考えても、人数だけの単純な比較はできません。 

 

東京組合の大半を占める、小規模事業所に活力が生まれない限り、組合の存続はありえ

ません。東京の組合員は、都市型工場として経営基盤に大きな制約があり、環境問題の一

つをとっても、地方工場と同じ規制はあり得ないのです。 

したがって都市工場の環境規制の合理的解決を実現するには、東京独自の運動が必要で

あり、全国一律の環境規制はあり得ないのです。最近の環境規制にたいして、大村理事長

を始めとする執行部の方々の努力には、並々ならぬものがあります。今回の暫定的な規制

を勝ち取ったのも、東京組合の執行部の力と云っても過言ではありません。少なくとも地

方組合や上部団体の力ではありません。 

現在の経済情勢では、自分の会社の問題を解決するのに手いっぱいです。その中で執行

部の方々は忙しい時間を割いて、組合の運営に心を砕いて頂いております。その上に更に 

お願いをするのは心苦しいものがありますが、前述しましたように、東京組合員の生き残

る道を考えなければならない時がきているのです。また不幸にして撤退を考える事業者に

対しては、手厚い相談相手として力を発揮しなければなりません。 

「事業所の活性化は個々の企業努力でしかない」「組合は護送船団では無い」と、あっさり

といい払うならば、「組合は何のためにあるのか」という素朴な疑問に答えねばなりません。 



 

 

 全国規模での振興策として「やる気のある企業？」を対象とした助成などが数多くあり

ますが、どれ一つ取っても事務処理が煩雑で、処理にたけた人がいない限り手が届きませ

ん。少なくとも、小規模事業所の利用できる施策は一つも無いと言っても良いでしょう。 

また、過去に構造改革や近代化促進事業などがありましたが、東京組合に益することは一

つも無かったと記憶しております。 

  

きつい言い方になりますが、日本中の人々が惰性に流され、考えることをしなくなり、

わが東京組合の人々も考えることと、怒る事をしなくなっております。書生のたわごとと

云われるかもしれませんが、「正義」とか「公明」という素朴な、そして最も大切な感情が、

何時からか失われてしまったように思われます。 

話がそれましたが、組合は小規模事業所問題に取り組み、組織の存在理由を確かにする

べきです。また全鍍連にも、乏しい組合予算の中から年間 1000万円に近い拠出金を出すか

らには、それに見合った活動方針を全鍍連に強く求めるべきでしょう。他の業界組合の話

ですが、上部組織が単なる金食い虫の組織構造になっているとの批判が相次ぎ、上部組織

からの脱退が真剣に検討されています。それもわずか 80万円／年間の支出です。 

 

ここで書き終わる予定でしたが、６月 30日の日刊工業紙の 34面に、全鍍連会長のイン

タビュー記事がのっていました。会長の会社や業種はきわめて好調で、そのわけは生き残

るために新技術を開発した結果であるとしています。そして、やる気のない同業が淘汰さ

れたので、生き残った会社はむしろ業績が良いのだそうです。 

「全鍍連は、あらゆる機会を設けて、生き残る機会をあたえているのに、ついてこない企

業は淘汰されてもやむを得ない」などと言っております。私人の発言ならば許されること

でありますが、かりにも廃業の最も多い 10人以下の小規模工場が、組合員の半数以上を占

める組織の長の発言とは思えません。このことをもって、会長としての資質を問われても

仕方がありません。 

東京組合の大半の工場は生き残るために、必死の努力を重ねておりますが、構造的な不

況の前に業績は不振で、次の廃業・倒産予備軍としてもがいております。他の地方の工場

は、会長のいわれるように業績は良くなっているのでしょうか。事実誤認が甚だしいので

は無いかと思います。 

小規模工場に対して十分な活動もせずに、この反省もない発言には怒りさえ覚えます。

しかしこのような発言は唐突に出たのではなく、おそらくは全鍍連の中で、当然のように

繰り返されている発言であるに違いありません。 

力のある会社は放っておいてもどうにかなるのです。むしろ、組合員の大半を占める小

規模工場対策こそが全鍍連や単組の役割であり、その役割が果たせないならば、別の方法

を探さなければなりません。 

 

十日会賞のお礼の言葉が、組合の存立と苦言にまで及びましたことを、深くお詫びいた

します。 



 

 

慶大 ｐＨ値測定センサー用色素 

(日刊工業新聞 03.6.3) 

 慶応大学理工学部の鈴木孝治教授らの研

究グループは、河川水などのｐＨ値を長期

間、運続的に計測できる化学センサー用の

色素を開発した。従来の 50 日程度から 2、

3 年以上と耐久性を大幅に高めたほか、メ

ンテナンス費用の軽減に役立つ。色が変わ

るｐＨ値の設定を 0.1刻みで変更すること

も可能で、環境やバイオテクノロジーなど

幅広い分野での閉値計測に応用できそうだ。 

 開発した色素は、構造が化学的に安定し

ている色素の誘導体とｐＨ値に応答する部

位を結合させたもの。この色素を内包した

高分子膜を酸性の水溶液に浸したところ、

数分で青色から赤紫色に変化することを目

視で確認できた。また色素の官能基を変更

することにより色の変化の基準となるｐＨ

値を 0.1単位で変えることが可能。 

 

早大生 町工場で授業 

(日刊工業新聞 03.6.3) 

 早稲田大学産業技術創成研究所の友成真

一教授と研究室所属のゼミ生 25 人がこの

ほど金属加工の浜野製作所(浜野慶一社長、

東京都墨田区)を訪問、“授業”を行った。

「地域を経営する」と題したゼミ活動の一

環。昨年 12月締結の墨田区と早大が産学運

携に関する包括提携に基づくプロジェクト

の一つとして実施された。 

 

土壌汚染を簡易診断 

(日刊工業新聞 03.6.10) 

 東京海上火災保険とグループ会社の東京

海上リスクコンサルティング(ＴＲＣ)は、 

 

 

今年２月に土壌汚染対策法が施行されたの

を受けて「土壌汚染リスクマネジメント診

断システム」を開発、提供を始めた。ＴＲ

Ｃが作成した質問に企業が答えるだけで、

事業所ごとの土壌汚染リスクに対する取り

組み度合いを診断し、リポートにまとめて

提供する仕組み。土壌汚染についての認識

や対策が遅れがちな中堅以下の企業を主対

象に提供していく構え。価格は 1事業所当

たり 1万円に抑え、利用促進を図る。 

 

トヨタが再資源化構想 

(日本工業新聞 03.6.10) 

 トヨタ自動車は９日・自動車リサイクル

活動の促進を目指し、長期展望に基づく取

り組み構想「トヨタリサイクルビジョン」

を策定したと発表した。同ビジョンは「日

欧リサイクル実効率の着実な向上」「環境負

荷物質の削減」など四項目で構成。５月に

発売した環境配慮型乗用車「新型ラウム」

は、同ビジョンに基づく開発の第一号車と

位置付けている。 

 四項目のうち、「再生可能資源・リサイク

ル材の活用」では、樹脂部品のうちの 20％

を再生可能素材などにする使用技術の確立

(2015年)を目指す。具体的にはリサイクル

材に加え、新型ラウムに初搭載した植物原

料の新素材「トヨタエコプラスチック」の

拡充を図る。また「中古部品の利用拡大」

では、同杜の02年販売実績(23,000点)を、

2010年に十倍に引き上げる計画だ。さらに

「環境負荷物質の削減」では、日欧を対象

に、06年から鉛、水銀、カドミウム、六価

クロムの四物質の便用を全廃した車を導入

する方針を打ち出した(適用除外部品あり)。

このほか、日欧のリサイクル実効率の向上

を推進。日欧のリサイクル実効率の法規目

標に対し、早期の達成を目指す。このうち

日本の法規目標(リサイクル実効率・05 年

＝88％相当、15年度＝95％相当)に対して 



 

 

は、99年度で 88％を実現。今後、95%の目

標達成に向けて取り組みを加速する。 

 

土壌の入替え不要 

(日刊工業新聞 03.6.17) 

 地域環境プランニング 21(静岡県浜松市)

は、植物原料の汚染土壌浄化液「ckPナノ・

カーボン液」による無害化処理事業を本格

展開する。土壌の入れ替えの必要がなく、

その場でダイオキシンやポリ塩化ビフェニ

ール(PCB）などの有害物質を環境基準値以

下に分解できるという。2 月の土壌汚染法

施行以来、20件を超す引合が寄せられてお

り、7 月に静岡県磐田市で専用生産施設を

着工、9 月から月産 5000-8000 トン規模で

生産を始める。 

 

京大酸化シリコンの電気化学的還元成功 

(日刊工業新聞 03.6.17) 

 京都大学大学院エネルギー科学研究科の

野平俊之助手、伊藤靖彦教授らは、絶縁体

である酸化シリコン(SiO2)の電気化学的還

元に成功した。溶融塩中で石英板(高純度

SiO2)に導電性ワイヤを巻きつけ、電圧をか

けることで接触点から還元が進み、約１時

間で還元されたシリコン(Si)が得られる。

太陽電池用シリコン製造のほか Si 酸化膜

やガラス基板への微小部分還元が可能なた

め、半導体やバイオチップなど微細加工ヘ

の応用が期待される。 

 

土壌エンジ事業強化 

(日刊工業新聞 03.6.18) 

 環境管理センターは土壌エンジニアリン

グ事業を強化する。東電設計(台東区)と共

同開発した新たな土壌分析手法を 9月をめ

どに導入する。1 億円を投じて最新の分析

機器をそろえ、受注増に対応できる体制を

整えた。土壌汚染対策法の施行を受け、短

時間で土壌成分を調査・分析するニーズの 

 

 

高まりに対応していく。営業部門と技術部

門の連携を密にすることで市場の掘り起こ

しを行い、03 年度は同事業で前年度比約

20%増の 15億 4000万円の売上高を目指す。 

 

上村工業 メッキ薬品多品種少量生産へ 

(日刊工業新聞 03.6.23) 

 上村工業は 20 億円を投じて枚方工場の

再構築に乗り出す。メッキ薬品の生産設備

を一新し、人・車分離を目指してレイアウ

トを変更するなど効率的な生産体制を築く。

需要が堅調なプリント配線板用メッキ薬品

は工程に合わせて数々のグレ－ドが必要な

ため多品種少量生産の体制に移行して競争

力強化につなげる。 

 

電化皮膜工業 極小の穴を均一メッキ 

(日刊工業新聞 03.6.24) 

 電化皮膜工業(大田区、秋本恭伸社長)は、

プリント基板などに空いた直径 70 ﾏｲｸﾛﾒｰﾄ

ﾙの極小の穴の内側を、均一にメッキ処理す

る技術を開発した。電気の周波数を微調整

しながら、真空装置の中の液中でメッキ処

理することで、微細穴の奥まで均一な処理

が可能になった。すでに大手電機メーカな

ど 3社の開発部門にサンプルの出荷を始め

た。 

 業界ではこれまで、直径 300 ﾏｲｸﾛﾒｰﾄﾙ以

下の穴では、メッキ液が中で詰まってしま

うなど、均一に処理できないとされていた。

これに対し同社では、大きさ約 40 ｾﾝﾁﾒｰﾄﾙ

角の自社開発の真空チャンバーを使用。真

空中に加えて、電気の周波数を微妙に変化

させることで、厚さ２ﾐﾘﾒｰﾄﾙの鉄板に空い

た直径 70 ﾏｲｸﾛﾒｰﾄﾙの穴の内側に、約 30分

かけて膜厚 6.1 ﾏｲｸﾛﾒｰﾄﾙのニッケルメッキ

を施すことに成功した。同手法では、止ま

り穴に対しても均一にメッキ処理できるほ

か、「銅、白金、金メッキもそれぞれ可能」

(秋本社長)という。 



本所支部 

＜支部シリーズ＞ 

本所支部の巻 

古き良き時代を振り返って 
 先輩から古き良き時代を振り返って、思い

出を語り合って頂きます。(野田光昭) 

 

Ａ 古き良き時代の思い出はありませんか。

仕事が有り余るほどあって、逆に断ったこと

があるという経験はありませんか。 

Ｂ たしかに良い時代もあった。率の悪いも

のは断ったりしたこともあったが、ただ率が

悪くてもお客さんがお客さんを呼んでくれる

こともあり、すべて断るというわけにもいか

ないでしょう。 

Ｃ うちでも営業をやったことがないと言っ

ていたが、いまとは時代が違う。 

Ｂ 営業をやらなくとも、まじめに仕事をし

ていれば商売が成り立った。口コミで広がる

ことがあり、それはいまでも同じことがいえ

ます。 

Ｃ 現在の工業組合が設立された昭和 42 年

の本所支部員は77社であった。 

Ｂ 昔は深川も本所支部の範囲で、親父が支

部長をやっていた頃、深川地区にも10社以上

あり、よく自転車で回っていた。墨鍍会は組

合内でも早く設立されたが、発足当時は 30

数社を擁する立派な会で、公害問題が騒がれ

て勉強しようということで集まった。 

Ｄ 戦後間もない時、岡部さんが支部長の時

代、俺はリックサックを背負って池袋から東

上線に乗って川口までグロースを買い出しに

出かけた。月一度は必ずいった。 

Ｅ うちの親父もザックで大森の方へニッケ

ル板を買い出しに出かけた。 

Ｆ 当時はヤミで買うしかなかったが、板橋

の同業者の開業祝いに親父が自転車でニッケ

ル板を積んで持っていくと、これが一番嬉し

かったと大変喜ばれたという。 

Ｂ ロシアのニッケル板はどうしようもない。 

 

Ｄ 3700～4200 円の価格がついた時はロシ

アのニッケルでも使わなければならなかった。 

Ｂ 昔は組合でニッケルの配給のほか、硫酸、

硝酸、塩酸も配給で、本所だけで100社あっ

てみんなで分け合った。そんな時代もあった。 

 

Ｄ バブルが弾けて13年くらい経ち、不況だ、

デフレだと言われているが、いまはこれから

当分続く原点だと思う。昔は景気が良かった

というのは、仕事が豊富だった。いまのよう

に仕事がないということはなかった。どの職

業にしても仕事は山ほど積まれて、やればや

るだけ売上も伸びた。めっき屋のおやじは体

を張って、公害問題を乗り越えて、贅沢とか

疲れたとか口には出さないし、何でも仕事一

筋に頑張ってきた。現場から叩き上げてきた

からお金の尊さも知っている。ただ昭和 30

年の頃、夕方になると社長は工場にはいなか

った。遊びも豪快であった。うちのお袋が働

き者で、女工さん15人くらいをまとめて万年

筆の金輪みたいなものを作っていた。磨いて

めっきをつけて納める製造販売をしていた。

私が入ったのが昭和31年で、当時はどちらか

というと営業に回った。そしてすぐ嫁さんを

もらった。 

  学生時代には、金を買ってきて、溶解して 



 

 

ビーカーにつめて、遊びに出掛けようとする

と、お袋からいつも千円もらった。その当時

の金の地金が10匁(ﾓﾝﾒ)で12,000円くらいし

たと思う。1匁が1,200円、１匁は3.75ｇ、

ｇ当たり300円ちょうとした。 

Ｆ いまはｇ千円くらいだが、あの頃は金は

高かったかもしれない。いまの3000円くらい

の価値があったのではないか。 

Ｄ 昔はシアン金はなかった。鋏で切ってビ

ーカーに入れて溶かして、ちょうど５リット

ル作る。当時は価値のある12,000円だった。 

Ｂ ロールで引いた金を買って、鋏で切って、

おう水で溶かした。 

Ｇ 昔の人は仕事も一生懸命だったが、遊び

も豪快だった。それだけ利益もあがった？ 

Ｂ 人件費も安く人が余っていたから集まる

でしょうし。いまの中国が戦後の日本と同じ

ような状態だと思う。 

Ｃ うちは親父が山梨で、年が明けると、山

梨の中学校の先生が、今年も何人お願いしま

すと訪ねてきた。先生は卒業生を就職させる

のが仕事だった。うちもそうだが当時は働く

場所が一杯あった。 

Ｆ うちも栃木のある村へ行って、卒業生に

来てもらうようお願いした。親父は遊びが下

手だったが、子供たちに来てもらうため浅草

で遊ばせたことがある。 

Ｂ 遊びについては、墨鍍会が出来て野田さ

んのお兄さんやヒキフネの石川さんや私も遊

びが下手だった。 

Ｃ 墨鍍会が出来た背景には公害に対する危

機感があった。 

Ｂ 危機感がないとまとまらない。めっきが

隆盛を極めていたころ、当時精工舎でめっき

研究部があって、親父もそこへよく顔を出し

ていた。親父が商売を始めたのが27歳の時で

すぐにクロムを始めたのは精工舎に通って勉

強したことがあると思う。めっき研究部は世

界レベルの技術を勉強していた。技術は精工

舎が提供するが現場の人を呼んで生産テクニ 

                本所支部 

 

ックを学んでいたようである。親父も開業し

て一生懸命に見に行っていた。昔の傘の心棒

は漆を塗っていたが、先だけクロムめっきを

つけた。当時一般にはニッケルをつけていた

が、親父はクロムめっきをつけた。いまでも

先だけニッケル、クロムを付けるのは難しい。

先端の一寸五分だけクロムをつけて、それ以

上つけてしまうと漆が流れてしまう。親父は

クロムをつけて自転車に積んで漆屋に持って

いき、漆を塗って陣傘が出来上がりである。

僕はまだ学生だった頃、クロムをどうつける

のかと同業者がずいぶん見学にきた。 

Ａ いま精工舎が諏訪に移って、その近辺の

めっき業者が元気であるという話です。 

Ｄ 本所支部だけでなく、みなさんそうだけ

ど、仕事が減ってきている。ただ本業を大事

に育てながら、それだけに専念するより仕方

ないと思う。業界の中でこの仕事ではうちが

一番の単価をとるんだと思えば、一時我慢し

ていればまた仕事が戻ってくると思う。そう

いう生き方で何とか残ってほしいと思う。う

ちも会社は残そうと思う。廃業すると１人の

老人になってしまう。 

Ｆ 会社を残して、これまで通り支部にも参

加してください。 

Ｂ Ｏさんが本所支部に名前だけでも置いて

おきたいと言っていたが、ＭさんにはＯさん

のように去っていかないでもらいたい。 

Ｄ 会社をつぶすわけにはいかないので、今

まで通り株式会社で存続するので、支部のみ

なさんにはお世話になります。ただ今年仕事

を全くやっていないことをご報告申し上げる

とともに、クロム、ニッケル用に使っていた

コンパクトな整流器が２台あり、希望があれ

ば無償で差し上げたい。また大きな1000Ａの

発電機もある。 

Ａ ベルトローは波形もよく、クロム用だが、

ニッケルや前処理でもすぐれていると聞いて

いる。今日は、ご協力を頂きましてありがと

うございました。 



訃報 

８月 高等職業訓練校授業案内 

授業日(火・金)  授業時間(Ａ:14:00～17:00  Ｂ:17:00～20:00) 

日 曜 時 科  目 内      容(予  定) 

 

１ 

 

金 

Ａ 

 

装飾クロム① 

(めっき法) 

目的、化学的・物理的性質、クロムの液成分と原理、表面性状、 

特性等。            明盛鍍金工業㈱ 高倉利守 

Ｂ 

 

電気設備 

(電気工学概論) 

整流器の概要、電源設備､設置、保守、トラブル対策等。 

富士電機工業㈱ 内野 孝 

 

５ 

 

火 

 

Ａ 装飾クロム② 

(めっき法) 

クロムめっきの電圧と電流曲線、つき廻り、均一電着性。 

明盛鍍金工業㈱ 高倉利守 

Ｂ 設備管理 

(生産工学概論) 

対流と噴流、ろ過の原理、活性炭処理、ろ布の特性。 

㈱三 共 山田 茂 

 

８ 

 

金 

Ａ 硬質めっき① 

(めっき法) 

工業用クロムめっき、めっき条件の要因と特性、建浴法、作業

条件。             武蔵工業大学 星野重夫 

Ｂ 銅めっき① 

(めっき法) 

銅めっきの種類､特徴､用途､シアン浴成分の働き等。 

㈱ハイテクノ 鈴木昭一 

 

22 

 

 

金 

Ａ 無電解めっき① 

(特殊めっき法) 

原理､利点､めっき液の構成､成分の働き､還元剤等 

訓練校教頭 神戸徳蔵 

Ｂ 硬質めっき② 

(めっき法) 

Ｎｉ系合金めっきのめっき条件の要因と特徴、気相めっきのめ

っきめっき条件と特徴。     武蔵工業大学 星野重夫 

 

26 

 

 

火 

Ａ 貴金属めっき① 

(めっき法) 

貴金属の分類・特徴・諸性質、貴金属めっきの化学、電着機構 

デグサジャパン㈱ 村槇 利弘 

Ｂ 銅めっき② 

(めっき法) 

光沢めっき、不純物の影響と除去、電流波形等。 

㈱ハイテクノ 鈴木昭一 

 

29 

 

 

金 

Ａ 貴金属めっき② 

(めっき法) 

装飾用金めっき、カラーゴールドの分類種類､他の貴金属めっ

き等。          デグサジャパン㈱ 村槇 利弘 

Ｂ 銅めっき③ 

(めっき法) 

硫酸銅とピロリン酸銅の特徴と用途、浴成分の働き等。 

㈱ハイテクノ  鈴木昭一 

 
 

謹んでご冥福をお祈りいたします。 
 橋本順三氏(足立支部･硬栄鍍金工業㈱会

長)６月26日死去､73歳。告別式は30日午

前 11 時から四つ木斎場で行われた。喪主

は橋本スミエ様。 
苅宿賢三氏(城西支部･三共鍍金㈱苅宿充

久社長のご尊父)７月２日午前１時 31 分死

去､89歳。告別式は５日午前11時から戸田

葬祭場で行われた。喪主は充久氏。 

 
 鴻野伸一郎氏(全鍍連相談役･石川県鍍金

工業組合前理事長･石川メッキ工業㈱会長)
７月８日死去。告別式は 11 日金沢市西念

のセレモニー会館兼六液西で行われた。 
 中川喜代子様(大田支部･㈲中川鍍金工業

所中川隆生社長のご母堂)７月 12 日 13 時

38 分東京労災病院で胆管細胞癌のため死

去､81歳。告別式は17日午前10時半から

羽田総合斎場で行われた。喪主は隆生氏。 

訃  報 



 

 

■品川支部 

 

総会開催 
 

  品川支部(藤田直人支部長)は６月７日(土)

午後６時から高輪プリンスホテル「ル・トリ

アノン」で第30回総会を開催した。 

  植木謙一事業部長の司会により、まず支部

員出席者22名、委任状17名をもって有効に

総会が成立することを報告した。藤田支部長

は「昨年は草間顧問のご協力によりパソコン

講習会を続けてきたが、先日の会合をもって

終了した。平成15年度を迎えるが、景気はま

すます厳しくなり、１社廃業という話が出て 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

いる。これから先みなさんには元気に続けて

頂きたい」と挨拶をした。 

  議長に小倉芳夫氏を選出し、議事に入った。

平成14年度事業報告を植木事業部長、同決算

報告を菅野勝靖会計、監査報告を阿部正明監

事が行い、異議なく承認された。続いて平成

15年度事業計画案、同予算案が原案通り承認

可決された。役員改選について藤田支部長か

ら、これまで副支部長３名体制できたが、山

下さんが体調がよくないということで２名体

制でいきたい。そのほかは留任をお願いした

い。まだ本部広報委員が決まっていないが、

組合員の方には若い方が出て頂くようご協力

をお願いしたいと諮り、承認された。 

  原清一副支部長から、昨年の総会時にも申

し上げたが、今年の本部総代会に当支部から

顧問１名、相談役１名、理事１名、総代ゼロ

の出席状況でご検討を頂きたい､との意見が

出され、佐藤二郎相談役も、総代4名おり半

分は出るようにしてほしいとの意見があった。 

  草間英一顧問から、例年6月初めに総会を

行っているが、本部総代会は5月下旬に行っ

ており、役員人事を含めて4～5月に支部総会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

を行って本部総代会に臨むようにしたい」と

の提案があり、小倉議長は「当支部は６月第

一週土曜を慣例としてきたが、提案の通り、

本部への役員届などの問題もあり、総会開催

時期を変更することにしたい」と諮り、承認

された。具体的な開催日時については役員会

で検討することにした。 

  来賓として、大村功作理事長が挨拶し、土

壌汚染問題に関する組合本部の活動や環境省

での亜鉛規制強化の動きなど所信を述べた。 

  草間英一顧問が乾杯の音頭をとって懇親会

に入り、佐藤一男副支部長の閉会の辞までな

ごやかに進められた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■中央支部 

 
６月例会 

 

  中央支部(小嶋摂郎支部長)は６月 27 日

(金)午後６時 30 分から寿区民館で支部員 21

名が出席して小嶋支部長就任後初の例会を開

催した。 

  例会では、あんしん財団(旧ＫＳＤ)から「う

まく使いたい助成制度」と題し同財団の有利

な制度利用事例を紹介、次に「めっきの悩み

なんでもＱ＆Ａ」と題して予め支部員から寄

せられた質問に矢部賢先生が答える形で講習

会、最後に新執行部紹介を行った。 

  新井富保副支部長の司会により、小嶋支部

長は「支部長になり２ヶ月が過ぎ、最初の例

会に多数のご出席を頂き感謝申し上げる。従

来、ケガをした時しかお金がおりないと思っ

ていたが、安全衛生で色々と助成してくれる。

会費より得すると聞いて、支部のみんさんに

紹介したいと思った。後半は日頃みなさんが

困っていることを矢部先生に答えていただき、

最後に新執行部を紹介したい」と挨拶した。 

  あんしん財団(財団法人中小企業災害補償

共済福祉財団)東京支局・左右田寿雄次長、同

推進３部・高屋敷亮課長から、２年半前、旧

ＫＳＤで不祥事を起こし、社会を騒がせたこ

とのお詫びと、その後の経過を説明するとと

もに「うまく使いたい助成制度」について説

明した。それによると、あんしん財団は、災

害補償共済事業、安全のための災害防止事業、

福利厚生事業を３本柱とする公益法人。今年

５月１日より現団体名、通称あんしん財団に

変更した。あんしん財団の加入条件は、18歳

以上であれば年齢に上限はない。経営者から

従業員まで加入できる。業種・年齢・性別に

関わりなく１人一律会費 2000 円／月。24 時

間中のケガによる死亡2000万円の補償。加入

のメリットとして、1.万が一のケガの補償費

2.福利厚生の助成金3.災害防止(予防)の助 

品川支部役員 
支 部 長    藤田直人  藤田鍍金工業㈱ 
副支部長    原 清一  ㈲伊豆鍍金工業所 
   〃       佐藤一男  ㈲佐藤硬質鍍金工業所 
事業部長    植木謙一  ㈲植木電工業 
会計部長    菅野勝靖  ㈲光電鍍工業所 
環境委員長  下田幸作  ㈲二幸精鍍研究所 
監  事    板倉宏之  ㈲千歳鍍金工場 
   〃       阿部正明  (資)阿部鍍金工業所 
顧  問    草間英一  ㈱三ツ矢 
   〃       佐藤二郎  ㈲佐藤硬質鍍金工業所 
   〃       手塚忠大  ㈲不二電化鍍金工業所 
相 談 役    寺田孝一  金剛ブロンズ工業㈱ 
   〃       三井寛夫  琴平工業㈱ 
   〃       八木延彦 
   〃       鈴木幸雄  鈴木鍍金工場 
東地区部長  小倉芳夫  小倉鍍金工業㈱ 
西地区部長  小島貞男  ㈲小島鍍金工業所 



 

 

成金 全て事業主の会費支払い口座に直接入

金され経営者の財務をバックアップするシス

テムとなっている。仕事中や日常生活で起こ

ったケガや交通事故、海外のケガも対象とす

る24時間補償である。 

  労働安全衛生向上のための助成制度でめっ

き業が対象となるものに、1.安全衛生設備等

(局所排気装置の増設、改造、修理等)2.作業

環境測定3.特殊健康診断などがあり、実例と

して、役員１名加入のＡ鍍金会社の場合、年

度会費 24,000 円で、作業環境測定の助成金

20,000円、特殊健康診断の助成金10,000円、

人間ドック受診の補助金 6000 円の合計

36,000円となり、会費より助成補助金が多く

なっている。役員２名、従業員３名の５名加

入のB鍍金会社の場合、年度会費120,000円

で、作業環境測定、特殊健康診断、局所排気

装置の修理、人間ドックの受診、従業員３名

の定期健康診断、契約保養施設への旅行など

の助成補助金合計が98,000円となり、有利と

なっている、などの説明があった。 

  次に、矢部賢先生の講習に移り、事前に寄

せられた｢中国の本当の経済力は？｣ 等の質

問に対して、詳細にわたってそれぞれ原因と

対応策などを解説された。特に中国の経済に

ついては資料とともに具体的な視察状況を踏

まえて解説された。その資料の結論部分は次

の通りで、抜粋紹介させていただいた。 

  中国の発展に背を向け、「人蛇」と呼ばれ、

命がけで国を逃れる人々が後を絶たないのに、

沿岸都市４億のかなりの階層が既に乗用車を

求める力があり、02 年 110 万台が売れ、10

年の需要は 700万台と推計されます。広州ホ

ンダをトップに日系乗用車の人気は抜群で、

家電製品を世界に供給する中国の家庭を潤す

のは日本ブランド家電製品です。有り難いこ

とに、中国人の間には「日本の信頼性」神話

がまだ生きています。国交回復30年来、多く

の留学、就学生が最盛期の日本を学び、底辺

の人々が夢を追って日本で生活し、辺境の 

 

 

 

人々が中国沿岸都市で厳しく管理された日系

製品の品質を造り込んでいるのです。「信頼

性」神話と本質を支えているのは、実は中国

人なのではないでしょうか  史上例を見ない

発展を続け、中国の23％のＧＤＰを占める上

海経済圏(2億人、江蘇・浙江・安徽省を含む）

を支えた外資投入の１位(18％)は日本が占め

ています。兵力をもって東亜共栄圏を造ろう

としたのは大きな過ちでしたが、経済をもっ

て東亜共栄に最も寄与したのが日本であるこ

とは言わぬが華であります。 

  これからの東アジア十数億の新市場発展を

控え、日本の信頼性神話を裏切っては、日本

再興の機会はなくなると思われます。価格競

争だけで中国に走れば、中国に漁夫の利を獲

られるのみでなく、東アジア全体の経済破綻

に繋がるように思われます。安値競争は止め

た方が好いと思います。ドイツはドイツ人ら

しく、中国は中国人らしく、私達は日本なら

ではの信頼性を造り続け、世界に存在価値を

示すより他に、生きる道はないと考えます。

（参考資料 森田靖郎：蛇頭と人蛇 集英社

新書、矢部賢：先進国のめっき業として活き

る途 ハイテクノ めっき企業の危機管理研

究会、興梠一郎：現代中国 グローバル化の

中で 岩波新書、小林秀夫：産業空洞化の克

服 産業転換期の日本とアジア） 

  最後に、中央支部新役員を紹介し、例会を

終了した。 



 

 

■城北支部 

 

支部員慰労会 

 

 城北支部(篠根健一支部長)は、６月21、22

日に懇親を兼ね支部員の慰労会を行った。今

回は、鬼怒川温泉鬼怒川御苑で22名の参加で

あった。 

  21 日(土)は台風６号も去り、初夏を思わ

せる陽気に集合時間を待つ間に日に焼けてい

くのが分かった。北千住駅での待ち合わせに

は、特にハプニングもなく無事出発した。車

中では、冷えたビールを飲みながら約2時間

程で鬼怒川駅に到着して、駅前で待つ旅館を 

巡るバスに乗った。バスは貸し切り状態だっ

たので目的地まで一気に向かった。旅館につ

いたら部屋でくつろぎ宴会前に一風呂浴びる

つもりであったが、初夏の陽気で喉が渇いた

せいか、風呂にいく前にビールでもちょっと

一杯のつもりが一本になっていた。当日旅館

は、満室で世の中の景気が嘘の様ににぎわっ

ていた。 

 今村和則総務の司会のもと慰労会が始まっ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

た。個性的な司会進行で、慰労会に相応しく

会は和んでいった。篠根支部長は「道中お疲

れ様でした。支部員の方々の協力を得て、こ

の様な慰労会が開けました心から感謝致しま

す。こらからの季節は体力も大変、仕事の面

では精神的にも大変と言うことで、短時間で

すがリラックスして頂きたい。」と挨拶があっ

た。 

 次に前期まで副支部長を務められた斉藤前

副支部長、須永前副支部長、猪ノ鼻前副支部

長へ記念品の授与を行った。今回参加された

斉藤前副支部長から代表して「一生懸命にや

ったつもりですが至らないこともあったかと

思います。副支部長の役は降ろさせて頂きま

したが、今後ともよろしくお願いします。」と

挨拶があった。 

 野上栄一相談役の乾杯の発声の後、いつも

より賑やかめの宴会は、全員参加の二次会へ

と続き、更に破格の三次会へいかれた方も。

翌朝現地解散になり、各自おみやげ物を買っ

たりしながらリラックスした旅の帰途に着い

た。 (文・上原裕司) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 



 

 

■城北青年部会 

 

勉強会開催 
 

  我々、城北青年部会(田中貴嗣会長)は、さ

る６月17日、日暮里公民館で、会員９名が参

加し、講師に組合環研の志賀孝作所長を迎え、

ＰＲＴＲ法及び東京都環境確保条例に伴う化

学物質適正管理の記述の方法と、日々関わる

排水処理に関する各事業所の悩みについて相

談を受けていただいた。また、志賀所長の経

験談なども聞くことが出来て、あっという間

に時間が過ぎていった。参加者全員とても有

意義な時間が持てたと喜んでくれました。今

回はお忙しい中にもかかわらず我々の申し出

に、志賀所長は「私で、若い方々のお役に立

てれば」と快くお引き受けいただき誠にあり

がとうございました。参加者一同心より御礼

申し上げます。今回のような機会が再び訪れ

ることを希望します。（文・田中貴嗣） 

 

■葛飾青年部会 

  

平成14年度定例総会 
 

5月30日（金）立石「兎月」にて、葛飾支

部青年部会平成14年度定例総会が行われた。 

来賓に神谷支部長をはじめ役員の皆様と青年

部ＯＢの皆様、そして青年部員7名の総勢16

名で、18 時 30 分より石川副会長の司会によ

り開会した。 

太田会長の挨拶は「会を支えて頂いた支部

長はじめ諸先輩方、特に30周年に際しては夜

遅くまで大変なご指導を頂き誠にありがとう

ございました。私にとってとても良い年でし

た。」と心からの感謝の気持ちを述べ、更に「今

後も少数ながら活発な活動を心がけますので

引き続きご指導をお願い致します。」と意気込

みを明示した。 

 

 

 
議長は、太田会長が勤め、第一号議案であ

る（平成14年度事業報告、決算報告、会計監

査報告）に対する速やかな承認の後、第ニ号

議案の（平成15年度事業案及び予算案）を報

告、特に事業案では、工場見学や研修会など

の勉強会を積極的に開催して行きたい考えを

強調、それに対し、支部役員の方々からも大

いに協力するとのありがたいお言葉を頂いた。

第三号議案では、15年度の青年部担当幹事の

説明を石川副会長より行い、支部の皆様から

暖かい拍手で励ましを頂戴した。 

閉会の辞にて、滞りなく総会が終了した後は、

神谷支部長のご挨拶「30周年の経験を大切に、

自信を持って頑張るように。又、我々役員も

青年部会員数をもう少し増やせるように努め

ます。」との力強いお言葉を頂き、菊池常任に

よる大きな声での乾杯の御発声から、和やか

な宴へと続いた。宴会では、兎月のおいしい

料理と、たくさんのお酒で、いつも通り大い

に盛り上がり、伊藤副支部長の中締めから西

谷副支部長の大締めにて終宴を迎えた。 

15年度担当幹事 

会 長 太田幸一 

副会長 石川英孝 

副会長 黒田祐二 

会 計 田口泰輔 

監 査 狐塚寛之 

幹 事 山田悦功 

幹 事 池田憲治 

幹 事 渡辺浩志(新規入会) 



                         

  協組ニュース          直通電話 ０３－３７４３－２２５６ 

                        ＦＡＸ  ０３－３７４３－２２５７ 

 

☆  平成13年度環境確保条例化学物質適正管理のまとめ(２) 
○移動量の多い物質(めっき業) 
移動量(廃棄物)はニッケルめっき、クロムめっき、クロメートからの排出が多い。また、

脱脂で使用されるトリクロロエチレンの廃液、廃酸も多い。 
○ 使用量と排出量、移動量(めっき業) 
 環境への排出量の一番多いトリクロロエチレンの使用量と環境への排出量、事業所外への

移動量の関係をみると、使用量の80％が環境へ排出され、10％が廃棄物になっている。 
 移動量の一番多いニッケルの使用量(ニッケル、ニッケル化合物)として製品としての出荷

量、事業所外への移動量の関係を見ると、使用量の70％が製品になり、30％が廃棄物になっ

ている。(6.22 東鍍工組での東京都環境局環境改善部有害化学物質対策課化学物質管理係の

説明会資料から) 
 

 産業廃棄物のご用命は、協組事務局へ ℡ ０３－３７４３－２２５６ 

  環研ニュース               ５月１，８７２成分を分析    

                       直通電話 ０３－３８１５－４０５５  

 

 環境科学研究所は、５月中に１，８７２成分の分析を行いました。排水問題、作業環境測定等に関して、お

困りのことはお気軽にご相談ください。“排水分析はあなたの工場の健康診断です” 
 
１．スラッジ分析数 

 
２．その他排水分析 

 
３．クロム酸ミスト測定事業所数  35 
４．シアン化水素測定事業所数  27 
５．有機溶剤測定事業所数   18 
６．粉じん測定事業所数   9 
７．その他     0 
 

８．排水分析数 
  シアン クロム 重金属 合  計 

城東支部 15( 6) 19( 5) 38( 13) 72( 24) 
城西支部 29(  5) 29( 5) 77( 14) 135( 24) 
城南支部 14(  3) 13( 1)  36(  5)  63(  9) 
品川支部 26(  2) 27( 2)   70(  8) 123( 12) 
大田支部 35(  7) 32( 5)   64( 16) 131( 28) 
城北支部 19(  3) 32( 3) 58( 11) 109( 17) 
中央支部 20(  2)  11( 3)  48(  6)  79( 11) 
足立支部 20(  0) 25( 0) 37(  0)  82(  0) 
葛飾支部 39(  0) 38( 0)  76(  0) 153(  0) 
向島支部 31(  2) 20( 3) 67(  4) 108(  9) 
本所支部 5(  0) 10( 1) 21(  3)  36(  4) 
西部支部 18(  2) 18( 3) 44(  7) 80( 12) 
賛助会員 2(  0) 5( 1)   11(  3) 18(  4) 
ｱｳﾄｻｲﾀﾞｰ 2(  2)  4( 3) 10(  4) 16(  9) 
合  計 275(34) 283(35) 647( 94) 1205(163) 
 

シアン クロム カドミ 鉛 水銀 

6  10 5 7 3 

ヒ素 その他 前処理   合計 

2 19  11   63 

SS COD ヘキサン 全窒素 

3 25 1 10 
全りん 有機溶剤 その他 合計 

3 33 47 122 



 

東京都中小企業の景況(6月調査) 東京都産業労働局 産業政策部 

◎都内中小企業の業況は、当月は▲44(前月▲50)と 6ポイント改善し、持ち直した。業種

別では製造業が 2ポイント改善、前月に大幅に悪化した卸売業、小売業はそれぞれ 9ポイ

ント、10ポイント改善した。また、サービス業も 7ポイント改善した。前年同月比の売上

高は横ばいであったが、前月比の売上高が 5ポイント改善し、業況の改善につながった。

当月と比べた向こう 3ヵ月の業況見通しは▲29と 3ポイント悪化した。 

○都内中小企業全体の業況 DI 値は前月の▲50(前々月▲47)から当月▲44 と 6 ポイントの

改善であった。前月に悪化した卸売業、小売業が大幅に改善したことから、持ち直した。

業種別にみると、製造業は▲37(前月▲39)と 2 ポイント改善、卸売業は▲45(同▲54)と 9

ポイント、小売業は▲62(同▲72)と 10 ポイントの大幅な改善であった。サービス業も▲

37(同▲44)と 7 ポイント改善した。業種区分ごとでみると、製造業は「紙・出版・印刷」

「機械器具」以外は改善した。卸売業はすべての業種区分で改善した。特に、前月▲81と

大幅に悪化した「衣料・身の回り品」は▲58と改善した。「建築・住宅関連」も▲41(同▲

58)と 3月の水準に戻した。小売業は「衣料・身の回り品」が 14ポイント、「日用雑貨」13

ポイント、「余暇関連」11ポイントと改善が目立った。サービス業は「企業関連サービス」

が 4ポイント改善、「個人関連サービス」は 15ポイントの大幅な改善となった。 

 

 

 

 携帯電話･ＰＨＳなどの普及が 7,672

万台以上となり､人口に占める割合が

60.2％となった。幼児や高齢者を考える

と､就労者の７，８割が持っているのでは

ないかと思われる。 

 この携帯電話の性能がどんどん進化し

ている。最近はカメラ付が多くなり、そ

のカメラもデジタルカメラ並みの高性能

化が進み､いま盛んにＰＲされて､デジタ

ルカメラ市場を脅かしている。こうした

ことから､色々な使われ方をして､社会問

題なども引き起こしている。｢本の盗撮｣

ということで書店で立ち読みをして本を

買わずに興味のある個所だけ撮影してし

まう。このため書店は売上減に悲鳴をあ

げている。さらに悪質なことでは､痴漢行

為にも使われ､逮捕者も出ている。また､

多くの人が持っていることから突発的な

事故の撮影にも威力を発揮している。６

月 23 日に愛知県の東名高速道路で玉突

き事故が発生し､6 台が炎上､4 人が死亡

する大きな事故があったが､テレビで事

故直後の炎をあげる凄惨な現場が放映さ

れた。この映像はたまたま事故現場に遭

遇したバスの乗客がカメラ付携帯電話で

動画を撮影したものとテロップが出てい

たが､カメラ付携帯電話が普及していた

からこそ撮影できたもので､こうした機

器が便利になればなるほど､良くも悪し

くも活用範囲が広がりをみせている。 
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 関東めっき健康保険組合 
                              ℡ 03-3813-5916 

                              
 

成人病健診・人間ドック・脳ドックのご案内 
   関東地区 76 ヶ所の契約機関で受けられます。 

 当健保組合は健診に大きな力を注ぎ、費用の補助など、受けやすい環境づく

りを進めています。一年に一度の健康チェックを必ず受けましょう。 

◎ 対象者及び費用負担 

 種  別     健診対象者           組合負担額（平均）    受診者負担額 

成人病健診        

（ Ｃ ・ Ｄ検査 ）   

  被保険者及び 

  被扶養配偶者
   

   

      

２０、０００円    
    

２、０００円 

人 間 ド ッ ク         

  

被保険者及び 

  

被扶養配偶者                                         

 日帰り    ３３、０００円 

 １泊   

 

 ４３、０００円 

       

   
 

  

 １０、０００円  
   ２０、０００円  

脳 ド ッ ク         
  ５０歳以上の被保   

  検者及び被扶養者   

 

定額１５、０００円補助 平均 １５、０００     

円  

骨粗鬆症     健診     
  女子被保険者及び  

  女子被扶養配偶者  

 

定額 ３、１５０円補助          平均    ０円 

◎ 検査項目 

項    目 成人病健診     人間ドック   脳 ド ッ ク   項    目 成人病健

診 

人間ドック  脳 ド ッ ク  

問 診         ○   ○  ○ 胸部Ｘ線検査             ○   ○  

身体計測          ○   ○  胃部Ｘ線検査             ○   ○  

視力検査           ○   ○  心電図検査           ○   ○  

理学的検査   ○   ○  肺機能検査            ○  

血圧検査          ○   ○  聴 力 検 査            ○   ○  

尿 検 査            ○   ○  眼 底 検 査             ○  

便 検 査          ○   ○  腹部超音波検査              ○  

血液学検査   ○   ○  頭部ＭＲＩ．ＭＲＡ               ○ 

血清検査            ○  婦人科 （希望者）     ○   ○  

生化学検査   ○   ○  骨粗鬆症 （〃）   ○   ○  

※検査項目は、実施機関によって異なる場合があります。   

 

   成人病健診、人間ドックの他に、１６ヶ所の契約機関で脳ドックを受診できます。 

 契約機関及び健診手順につきましては、機関紙「めっきけんぽ」６月号をご覧いただくか 

 健保組合までお問い合わせください。 
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